平成２２年９月１０日
平成２２年第３回奥多摩町議会定例会会議録

平成２２年９月　７日　開会
平成２２年９月１７日　閉会

西多摩郡奥多摩町議会事務局
平成２２年第３回奥多摩町議会定例会　会議録
１．平成22年９月10日午前10時00分、第３回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席議員は、次のとおりである。

第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし

４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　大野　　尚君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　清水　信行君　　　総務課長　　原島　　肇君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　若菜　伸一君

　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君

　　教育課長　　井上　永一君　　　会計管理者　　清水　　明君

　病院事務長　　川村　文雄君
　　

　　　　　　　

　

平成２２年第３回奥多摩町議会定例会議事日程［第２号］

　　　　平成22年９月10日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前10時00分　開議
会　期　平成２２年９月７日～９月１７日（１１日間）
	日程
	事　　　　件　　　　名

	１
	議長開議宣告

	２
	一般質問（８名）

　　　　　　　　　　１　　１番　師　岡　伸　公　議員

　　　　

　　　　　　　　　　２　　６番　竹　内　和　男　議員

　　　　　　　　　　３　　３番　原　島　伸　行　議員

　　　　　　　　　　４　１４番　島　崎　利　雄　議員

　　　　　　　　　　５　　４番　須　崎　　　眞　議員

　　　　　　　　　　６　１３番　小　林　　　勤　議員

　　　　　　　　

　　　　　　　７　　５番　増　田　ひさ子　議員

　　　　　　　８　　８番　鈴　木　賢　一　議員


（午後２時5７分　散会）

午前10時00分　開議
○議長（澤本　　章君）　皆さん、おはようございます。

　直ちに本日の会議を開きます。

　本日の日程はお手元に配布のとおりであります。ご協力のほどよろしくお願いします。

　日程第２　一般質問を行います。

　通告のありました議員は８名であります。

　これより通告順に行います。初めに、１番師岡　伸公議員。

［１番　師岡　伸公君　登壇］

○１番（師岡　伸公君）　初めに、「身近なまちづくり・ひとづくり推進事業の成果とその検証、今後の方向性について」質問をいたします。

　町の活性化対策として実施されております「身近なまちづくり・ひとづくり推進事業」でございますが、その成果についてお伺いするものであります。現在までに数十件の事業が展開されていますが、事業によっては単発的なものもお見受けいたします。この制度の趣旨を考えますと、継続的に活動、実施されるべきものと考えますが、現在までの効果の顕著な事業についてお聞きいたします。

　また、同一事業については１回の補助と理解しておりますが、これらを含めて、今後の課題と推進方法についてお伺いいたします。

　事業の内容、展開によっては、まちづくりとは別な形での支援、発展をさせていくことも必要ではないかと推察いたしますが、その点についてもお考えをお聞かせください。

　二つ目でございます。「白丸ダム右岸の観光トイレ設置について」お伺いいたします。

　観光地の環境整備の一つとして、白丸ダム右岸に観光用トイレの設置をご検討いただきたいと思います。

まちづくり事業の一つとして認定されております、カヌー体験事業が順調に活動を行なっております。先日、ダム周辺を一周してみましたが、国道沿いにはトイレが設置してありますが、活動場所である対岸、右岸側にはございません。現在、カヌー愛好者は反対側の国道側の左岸で着替えと手洗いを済ませて右岸側に向かっている状況です。もちろんカヌー愛好者だけでなく一般観光客への対応も含め、その必要性を感じますのでお伺いをするものです。

三つ目の質問は「水と緑のフォーラム『森林を考えることの意味を問う』シンポジウム」の奥多摩での開催を望みます。

３年前に質問をいたしました、再度のお願いで恐縮でございますが、５年前に実施されました、このシンポジウムと同様のテーマ、形式での開催をもし奥多摩でできれば、というふうに思います。平成17年に法政大学の学生が奥多摩の山にフィールドスタディとして間伐事業を体験、また、シカの食害等により砂漠化した森の惨状を目の当たりにし、彼らは自分たちで何かできることはないかとの切実感から勉強会を開始し、東京都の重要な水源の一つである奥多摩の問題は、東京で生活する彼らにとって決して他人事ではないと、そのような考えから翌年のシンポジウムの開催に結びつけました。シンポジウムの一部は彼らが活動した間伐作業の一旦と問題提起を寸劇にしたもの、そして２部は奥多摩からも町長を始め原島幹典氏、原島俊二氏らが参加してのパネルディスカッションでした。

その充実した内容を地元の多くの皆様、特に林業、観光業に携わっている皆様、携わっていた皆様にぜひ見ていただければというふうに思います。全く同じ内容は当時の学生とは違いますので無理とは思いますが、彼らの活動は奥多摩に住む私たちの心に植え付けるものがあると私は確信いたします。町長のご所見をお伺いするものです。

最後の質問です。「小河内小中学校跡地・空き校舎の利用について」でございます。

数年来の懸案事項であります小河内小中学校跡地・空き校舎の利用について、現在、フィルムコミッションとの連携など単発的な利用も見られますが、現在においての構想、または進捗状況についてお伺いいたしたいと思いますが、このことにつきましては６月議会の一般質問におきましてもご答弁をいただいておりますので、本日は具体的な事例についてのお考えをお聞きしたいと思います。

全国の町村では廃校となりました空き校舎の利用を、いわゆる都市部との契約によって有効利用、再利用の道を進んでいる例をお見受けいたします。東京におきましても檜原村では北檜原小の跡地を渋谷区と契約、現在も渋谷区の児童生徒を始め、その家族、在勤、在学者に利用されております。管理はシルバー人材センターへの委託で、雇用の促進にもつながっております。ここ数年の財政事情の変化で都市部の予算編成も逼迫している状況下ではございますが、逆にその需用に価値を置く区部・市部もあるのではないかと思います。このような利用方法が可能かどうか、今後の可能性についてお伺いするものであります。

以上４点、よろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　１番師岡　伸公議員の一般質問にお答え申し上げます。

初めに「身近なまちづくり・ひとづくり推進事業」について、その成果と検証、そして今後の方向性についてですが、この事業は平成16年度に第４期長期総合計画の策定に携わっていただいた「まちづくり計画住民委員会」の提案により、現行の第４期長期総合計画に位置付けられ、実施している事業であります。

この事業は、地方分権、住民主体が叫ばれる時代にあって、これからの地方自治体は「住民自らがまちづくりに参加して、 その結果についても住民自らが責任を負う」ことであるとも言われております。

　このような時代背景もあって、「住民自らが事業を提案し、そして住民で組織する審査委員会で事業の内容を審査して補助率を決定し、住民が実施する」という事業を導入することで 住民主体のまちづくりを展開してきたものであります。

　この事業は、平成17年度から３か年の試験的事業として開始し、平成20年度から第２回目を実施している状況であります。事業の成果と検証につきましては、平成17年度に事業を開始した時点では、多くの住民皆様から事業の提案をいただくという考えから、一度きりの単年度助成を原則に進めてまいりました。しかし、平成20年度の第２回目以降からは、複数年にわたる事業についても助成対象として、また、 お一人の方が何回でも応募できるよう、内容を改正して実施してまいりました。

　事業の実績につきましては、６年間で31事業、助成金につきましては2,452万4,000円にのぼりますが、取り組んでいただいた事業の中には、町内の家庭に昔から伝わる郷土料理と作り方を特集した「郷土食料理本」の作成や、郷士芸能に使われる「お面」を参加者とともに作成して展示するなど、町内外に「郷土おくたま」の歴史や伝統を再認識させられる事業もあり、行政が意図した以上の成果を感じさせるものであると評価しております。

　また、一方でご指摘のように、単発的に実施されたことで所要の目的が薄れ、やや不満を残す事業も一部には見受けられ、町にはその責任を問う声もありますが、すべての事業がうまくできる訳ではなく、またよい意味で「住民が提案し住民が決めた事業」ということで、今日まで事業を展開してきたところでございます。

　また、今後の方向性につきましては、本年度が第２回目の最終年度になることから、住民で組織していただいている審査委員会に「総括と検証」、「今後の方向性」について「まとめ」をしていただくよう依頬しておりますので、これら意見を参考にさせていただきながら、今後の方向性について決定してまいりたいと考えております。

　次に「白丸ダム右岸の観光トイレ設置について」ですが、年間を通して多くの方が当町を訪れ、恵まれた森林や渓谷でのレクリエーションを楽しみ、心と身体をリフレッシュしております。

　特に、町の中央を流れる多摩川ではキャンプや川遊び、釣りやカヌーなどを多くの方が楽しみ、また、渓谷沿いの道でハイキングを楽しむ方がたが年々多くなり賑わっております。

　このような中、渓流の中から手軽に景色を楽しめる、普段と違った目線で風景が見られるなどにより、カヌーを楽しむ方が多くなってきております。

　町内でのカヌー活動としましては、平成７年から「奥多摩カップカヌー競技大会」が実施されましたが、現在も名称と内容を拡大した「奥多摩ふれあいカヌーフェスティバル」として、多くの参加者が春の氷川渓谷での交流を楽しんでおります。

　この大会を実施しておりました団体も、平成20年２月にはＮＰＯ法人奥多摩カヌーセンターとなり、カヌー教室や白丸ダム及び氷川キャンプ場でのカヤック体験等の活動を実施し、多くの参加者で賑わっております。

　また、白丸ダム右岸の遊歩道につきましては、古里駅から奥多摩駅までの片道約８ｋｍ、徒歩約４時間のコースとして大多摩ウォーキングトレイルにも指定され、特に鳩の巣渓谷から海沢までの片道2.5ｋｍは、森林セラピーロードとして認定されております。春から秋にかけては平日でも多くのハイカー等に利用されている状況でございます。

　さて、白丸ダム周辺のトイレの状況でございますが、現在、数馬峡橋入口の四季の家と白丸魚道の２か所に設置しております。

　以前は、右岸遊歩道の白丸ダムえん堤下流の園地に東京都環境局のトイレが設置されておりましたが、数年前に老朽化などのため撤去されております。

　町といたしましても、右岸の園地にトイレの設置を毎年要望しているところでございますが、白丸魚道に設置されているトイレとの距離が近く、また、右岸のため工事費や設置後の維持管理関係、特に浄化槽や水道、電気の関係を含めての理由により、 設置が困難とされている状況でございます。

　現在、町が設置した観光用トイレは町内で31か所ありますが、設置につきましては設置後の利用予測や周辺の状況、工事費とその後の維持管理費などの経費も含めて検討し、総合的な判断で設置を行っているところでございます。現状では町での白丸ダム右岸のトイレ設置は難しいと考えられますが、今後も東京都の遊歩道でありますので、東京都への要望を継続してまいりたいと考えております。

　次に「水と緑のフォーラム『森林を考えることの意味を問う』シンポジウムの奥多摩での開催を」についてですが、「水と緑フォーラム・ＨＯＳＥＩ」は、法政大学人間環境学部の現地学習である「フィールドスタディ」がきっかけとなって、奥多摩町で起きている深刻な環境問題を目の当たりにして衝撃を受け、何かできることがあるのではないかという思いを抱いた学生が集まって発足しております。

　発足当初は、間伐材の放置された問題に焦点を当て、間伐材の有効利用について研究を重ねていましたが、これが奥多摩町で起きている環境問題のほんの一つであることが分かり、間伐材に特化せず、問題全体を幅広く研究されております。

　活動の一環として、平成17年11月に「奥多摩を見つめ直して～森林を考えることの意味を問う～」と題して、法政大学市ヶ谷キャンパスでシンポジウムが開催されました。

　当日は、第１部の学生発表で寸劇が行われ「奥多摩フィールドスタディから見えてきたこと」が演じられました。

　また、第２部では第一部の寸劇を踏まえ、奥多摩全体が抱える問題を視野に入れて、「今、奥多摩を学びあいの場として」をテーマにパネルディスカッションが行われ、私もパネリストとして参加させていただき、町の抱える現状等を報告させていただきました。

　シンポジウムが開催されたことにより多くの皆様が奥多摩へ関心を寄せていただき、様々な形の支援活動が活性化されたことは、非常に意義があったと思っております。

　ご提案のシンポジウムの開催でございますが、現在「水と緑フォーラム・ＨＯＳＥＩ」では11月13日の土曜日に町福祉会館で、プレゼンテーションと意見交換会を計画していると聞いております。

　シンポジウムの開催となりますと、法政大学の学生の皆さんにも多大な時間と労力をおかけすることになります。開催に向けての住民の皆さんの熱意とご支援が一番大切であると考えられますので、機運の盛り上がり等を参考とさせていただきたいと考えております。

　特に今、法政大学のこの学部で学んだ人たちが奥多摩町に住み、自主的な活動を始めているという情報も聞いております。

　今後もシカの問題、間伐の問題、水源の問題など、いろいろな分野の問題を解決するため、関係機関と連携を図りながら取り組んでまいりたいと思います。特に先ほど申し上げましたような学生の自主的活動というのは、シンポジウムから始まって、既に彼らが奥多摩町のフィールドで実践活動を始めたいという気であるのではないのかな、という気がいたしておりますので、私としては非常にありがたいな、というふうに思っているところでございます。

　最後に、「旧小河内小中学校の跡地、空き教室の利用について」 ですが、これまで庁内のプロジェクトチームにより、都内で唯一現存する木造校舎として、これを有効活用する方法を検討してまいりましたが、地理的・規模的、また建築基準法など、いくつもの課題があり、現時点では具体的な活用方法について、その道筋は立っていない状況でございます。

　また、先般、都内のある特別区から、児童・生徒の林間学校施設として活用したい旨のお話があり、ぜひ活用していただきたいということで、現地調査を３回ほど行っていただき、検討された結果、児童・生徒さんの現地までの輸送問題や施設規模などに課題があるとして、断念された経緯がございます。それ以外にも特別区から何回かこのような引き合いがありまして、実際には今回の件で３回ほど特別区で現地の調査をしていただいたという状況でございます。

　このように、旧小河内小中学校の活用につきましては、地理的な課題や、またバス路線のため、一定規模以上の団体等が利用する場合は、利用者の輸送に大きな課題があるとともに、昭和32年に建設した木造校舎であることから、継続的に使用するためには大規模な改修が必要になるのも事実であります。

　また、いずれの活用を検討するにしても財源が必要となりますが、現下の長引く経済不況により、国や都の税収が悪化しており、国・都に歳入の62％を依存している当町にとっては先行きが見えない状況となっております。今後の国・都の財政状況によっては、緊縮財政を余儀なくされる可能性も十分にあります。

　このようなことを踏まえ、旧小河内小中学校の跡地、空き校舎の活用につきましては、当面、「現状を維持」していきたいと考えております。今後は、地域のコミュニティ活動の場や緊急時の避難場所として、地域の皆さんに有効活用していただくよう考えているところでございます。

　いずれにしても非常にまだいろんな意味で使えるスペースと校舎でございますので、市長会、あるいは町村会の事務局等を通じながら、できれば東京都内にある比較的財政的に豊かな23区の行政体が、私たちの施設を有効に活用していただければありがたいな、ということで、いろんなところにこれからも話しかけをしてまいりたいというふうに思っているところでございます。

○議長（澤本　　章君）　師岡　伸公議員、再質問はありますか。

○１番（師岡　伸公君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○１番（師岡　伸公君）　それでは３点、お願いをいたします。

　まず一つ目ですが、まちづくり推進事業の内容を今、町長からお伺いいたしました。その中で奥多摩アートクラフトフェスティバル、これが２年続けて補助を受けて今、開催され今週末までということになっております。私も幾つか拝見させていただきましたが、それぞれ私には及ばないほどの芸術がいろんな形で目に肌に感じるんですけれども、ぜひこういうふうな、学校の授業というふうに特定するわけではございませんが、こういうふうな事業をぜひ奥多摩の教育現場に生かせたらなと私は思うんでありますが、それについてちょっとご意見をいただければありがたいと思います。

　具体的には絵画、スケッチですとか工芸などのワークショップの展開、それから事業の延長としてその方がたからもしアドバイスを受けるような機会があってもよいのかな、というふうに考えますが、いかかでございましょうか。

　それから２点目の観光トイレですが、やはり東京都の管轄ということでいろんな問題、それとコスト的な部分というふうにご説明を受けました。たしかに非常に難しいところであるなとは感じましたけれども、近年、アウトドア派の増加ですか、イコール山ガールに象徴されるように、女性の愛好者の増加という傾向が各地で非常に強く見られていると思います。

この６月にも観光産業課と観光協会が参加しての、渓谷を楽しむというキャニオニングというアウトドアスポーツの説明会に私も参加いたしましたが、そこでお聞きしましたことは、こういうアウトドアスポーツを継続して参加する、いわゆるリピーターの率が高いのはどうも女性であるというふうに説明を受けました。特に女性客の誘致という点を鑑みますと、やはり観光地の整備、このように渓谷を利用したアウトドアスポーツが奥多摩に定着するかどうかは今後の展開次第ではあると思いますが、そのフィールドとなる観光地の要所に休憩所やトイレの設置、そういう必要性というのはますます高くなるのではないかというふうに思いますが、そのあたりにについて、先ほどの予算面ですとかそういう困難さとは別にその必要性、奥多摩としてどのように今後、考えられるかという点をお聞かせいただければありがたいと思います。

　それからもう一つ、最後になりますが、小河内小中学校の空き地の利用ということで、当然のことながら檜原と渋谷の契約については運営自治体の渋谷の利用がもちろん優先となっていますけれども、先ほど町長からもちょっとありましたように、地元の行事ですとか、それから地元が都市部と交流する時には、そういう会場を快く今、提供をしてくださっているそうです。もちろんそういう自治体との契約がなされなければ実現はいたしませんが、非常に地元に対して考慮した契約内容というものができるのではないかな、というふうに思っております。

　先日、木村奨学会さんの企画で板橋の植村記念財団の協力を得ての交流事業というものが行われたようですが、私はちょっと参加しなくて恐縮でありますけれども、都市部の子どもたちの参加要請というのは非常に多かったそうです。断らなくちゃならないような状況にもあったそうです。それだけ自然に恵まれた環境での活動というものに、特に都市部の子どもたちというか親といいますか、教育者といいますか、そういう方がたが興味があるということではないかな、というふうに思います。残念ながら地元奥多摩の参加者は学校行事等と重なって参加者が少なかったようですけれども、今後このような交流事業が展開できるフィールドとしても小中学校の空き地、それからレイクサイド奥多摩などもそういうふうな形で利用ができるのではないかな、というふうに思います。

　また現在、ものづくり大学のような、例えば各教室を舞台にして今回行なわれている芸術家さんたちのいろんな形のアートクラフト展、作家活動を通して地域と交流すると、そんなような利用方法に着目しているいろんな企業もあるように伺っています。この３点目は質問というより感想の域でありますが、もしその辺について関連でお話をいただければというふうに思います。

　以上でございます。よろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡　伸公議員の再質問にお答えします。

　ただいま３点のご質問をいただきましたけれども、私の方からは身近なまちづくり、それと小河内小中の活用についてお話をさせていただきます。

今、議員からアートフェスティバルの例を教育の分野に生かせないか、というお話がございました。たしかに今まで31の事業をやる中でよい事業を、これは継続的にしていった方がまちづくり、また、地域の活性化につながるな、という事業もございました。こういう事業につきましては我々も考えておりまして、役場の所管で持つ団体補助等をある程度の期間、こういった事業には団体補助等ができないか、今後、検討してまいりたいというふうに考えております。

それと、小河内小中の活用につきましては議員がおっしゃるとおり、地元に一番配慮しながら、また、地元の住民の雇用の場としても活用が図れるよう最大限に検討してまいりたいというふうに考えております。

また、町長からもありましたけれども、だいぶ23区の方から非常に奥多摩地域につきましては自然景観も環境もいいということで、問い合わせ等も複数きております。今回、断念された区につきましては非常に人口の多い区で、１学年5,000人いるということで、広さでいうと10倍くらいの広さがあればということもありまして、また23区も財政が逼迫しておりまして、すぐに整備ができないというふうな事情もあるみたいでございます。

今後もこういったいろいろな企業も含めての要請も考慮に入れながら、有効活用ができるように検討したいというふうに考えております。

○議長（澤本　　章君）　教育長。

○教育長（栃元　　誠君）　師岡議員から教育委員会関係の再質問がございましたので私の方からご答弁申し上げます。

　今回で２回目になります奥多摩アートクラフトフェスティバル、町の教育委員会の方に後援の依頼がありました。内容を見させていただきましたところ、今回から小学生向けのワークショップをやるということになっておりました。しかしながら、ご案内のとおり今の子どもたちは夏季休業中には部活があったり、地元の行事があったり、町の行事があったりとなかなか忙しいものですから、参加についてはどうかなというふうに危ぶんでいたんですけれども、氷川小学校の方にこちらの方から働きかけをいたしまして３日間３事業ですけれども、ワークショップにご案内を差し上げたところ９名の子どもさんが実際に参加をしてございます。木のお皿づくり、木のおもちゃ、あるいは陶芸の体験をしていることから若干、今回は成果があったのかなというふうに感じております。

　また、来年このまちづくりで、このフェスティバルを開催するかどうかはわからないんですけれども、第３回に向けて実施するときには中学生、小学生全部の児童生徒を対象にして、今度は地域に出向いてワークショップが開催できないか、というようなことも検討されているようでございます。

また、学校も教育関係の中でこの方たちが学校に入り込んで授業の中でできるかということも、今後、学校と検討させていただきながら、この実行委員会とも協議をしたいというふうに考えております。

○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは私の方から観光トイレの問題について答えさせていただきます。

　議員ご指摘のとおり最近、女性の方が町内の山を登ったり遊歩道を歩いたりしている姿が多くなっていることは存じております。このトイレの関係につきましては、先ほど町長の答弁にございましたように近所に２か所あるということで、この辺についてはそちらをご利用いただくというような形で指導標等、もしくは案内図等の整備も今後考えていって、こちらにトイレがありますよ、ということを呼びかけてまいりたいと考えております。

　それと、現実問題ですね、キャニオニング、先日、参加ありがとうございました。今後そのような活動等が行なわれる場合には、新しい形のトイレ、一つの例としましてはバイオマストイレ等、ただ、これは電源の関係がありますので、どの程度、設置できるかと微妙なところもあるんですが、それらのトイレを活用するというようなことも考えられると思いますので、いずれにしましても要望があった場合には総合的に判断させていただいて、その場その場にあったようなトイレの設置を考えていきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○１番（師岡　伸公君）　はい。終わります。

○議長（澤本　　章君）　以上で１番師岡　伸公議員の一般質問は終わります。

　次に、６番竹内　和男議員。

［６番　竹内　和男君　登壇］

○６番（竹内　和男君）　「買物難民と高齢化対策について」お伺いをいたします。

　スーパーの閉店や商店街の衰退などで、高齢者らが日々の買物に困る「買物難民」の問題について、経済産業省の支援策としては宅配サービスや移動販売、商店への送迎バスの運行などについて自治体や住民、民間流通業者などらが連携して担うような提言、自治体等が柔軟に運用することを求めている。

住み慣れた地域で生きがいを持って健康に暮したいというのは住民みんなの願いです。それには食育推進で食を通して、こころとからだの健康づくりが大切だと思います。町内各地で商店が店を閉じ、生鮮食品や日用品の衰退が気になります。当町も年々お年寄りの占める率が増加してきていることは事実だと思います。それも長寿の町として喜ばしいことです。しかし、お年寄りだけの世帯にとってはいろいろ心配、不安なこともあるのではないでしょうか。町の考えをお聞かせください。

そして、ご提案ですが、70歳以上のお年寄りのみの世帯に対し、「生活アンケート調査」の実施を行なってはいかがでしょう。生活上、心配なこと、困っていること、悩んでいることなどを聞き取ってはいかがでしょう。

まわりの生活環境が高度化すればするほど、その中で暮らすお年寄りの暮らしが孤立化していくこともあるのではないでしょうか。

何もお年寄りだけでなく子どもを持つ世帯にとってもいろいろな心配なこと、悩んでいることもあると思いますが、今回は特にお年寄りについて生活の実態をしっかりと把握し、「より安心、安全な奥多摩くらし」ができるよう取り組んではいかがでしょうか。町の考えをお聞かせください。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　６番竹内　和男議員の「買い物難民と高齢化対策について」の一般質問にお答えいたし申し上げます。

初めに「買い物難民」とは、店舗の閉鎖や商店街の衰退等により、車が運転できず、また外出に際し家族の支援も得られず、日々の買い物に困る高齢者のことで、内閣府の調査などから全国で「600万人程度」と推計されております。過疎化や高齢化が進み、交通手段が限られている地方だけでなく、大都市近郊でも深刻な問題となっております。

このような状況の中、厚生労働省では「安心生活創造事業」において、千葉市など都市部の規模の大きな自治体から、小菅村のような人口の少ない自治体までの全国52市町村を選定し、高齢者等の「買い物」と「見守り」を確保する取り組みを行い、持続可能な先導的モデルを創出することを目指しております。

　ご質問のとおり、経済産業省においても昨年11月に「買い物難民」の解消策を探る研究会を発足し、店舗や宅配業者が注文用端末を公共施設に置いて、買い物支援の拠点とした場合の障壁となりやすい法令や制度等の実証を行い、また各地の先進事例を集めた手引きを今年度中に作成して、自治体や企業の指針とする方針であります。

　現在報告されている事例といたしましては、移動販売や宅配サービス、自宅近くまで送迎するサービスや買い物代行サービスなどがあります。

　町内におきましては、「生活協同組合、コープとうきょう」による宅配サービスや町外業者による移動販売が見受けられ、多くの方が利用されております。

　また、町内唯一の商業団体である「奥多摩商業協同組合」におきましても、今後の組合の発展と高齢化に対応するため、宅配サービスについて検討を始めております。町としましても、経済産業省で作成される報告書を参考に、高齢者の孤立防止とサービス向上を含めた商店街の活性化と振興を図るため、積極的な支援を行ってまいりたいと考えております。

　次に、高齢化対策についてですが、まず、当町の高齢者の状況について申し上げます。本年４月１日における65歳以上の高齢者の人数は2,536人、高齢化率は40.3％に及んでおり、特に日原自治会の57.4％を始め、 大沢・川野・留浦・ 峰谷の各自治体の高齢化率は50％を超えている状況であります。また、75歳以上の高齢者は1,476人、割合は23.4％に及んでおります。

　世帯の状況では、高齢者のみの世帯は796世帯、全世帯の32.4％に達し、このうち単身者世帯も444世帯に及んでいます。

　現在、町では平成20年度から慶応大学と共同で遠隔予防医療相談事業を実施していますが、この事業を主宰する同大学の金子郁容先生は「コミュニティのちから」という著書の中で、たいへん興味深いことを述べています。その内容は、「住み慣れた地域で健康に生きることは、誰にとっても最も関心のあるテーマであり、世界に類を見ないスピードで高齢化している日本ではなおさらである。地域コミュニティにおける『つながり』や、『信頼関係』が高いコミュニティほど、医療・保健・教育・経済・防犯など、さまざまな分野で『うまくいく』ことが多くの研究者によって実証されている。」ということであります。

　我が国では都市部を中心として、自治会活動も衰退化し、地域社会の絆であるコミュニティが崩壊しつつあるといわれておりますが、 幸い当町では、自治会加入率もほぼ100％に達し、防災や美化活動などが各地域で活発に行われ、回覧板など隣組を単位とするコミュニティも活性化しております。

　しかしながら、高齢化率が高く、さらに独居老人世帯の割合も高い地域において、移動交通手段を持たない高齢者の生活に対する不安、特に食料品を始めとする日常生活用品の購入等は、大変大きな問題になりつつあります。

　このようなことから、町では高齢者の生活の実態を把握し、今後の福祉施策に反映するため、65歳上で要介護認定を受けていない在宅高齢者すべてを対象に、「奥多摩町高齢者実態調査」として、生活実態のアンケート調査を３年ごとに行っております。

　この調査は、高齢者の生活実態や保健福祉への関心・意向等を把握し、今後の老人福祉計画及び介護保険事業計画策定に向けた基礎的資料を得ることを目的として実施しているものであります。

　調査方法は民生委員及び保健推進員による聞き取り方式で行い、平成20年に実施した前回調査では、対象者1,815人に対し1,729人、95.3％の有効回答を得ております。本調査では「誰に介護されたいか」、「介護状態での生活場所の希望」、「主な介護者」、「生活全般の相談は誰にするか」、「福祉サービスの利用実績」、「サービスの利用の意向」、「病気の状況」、「外出の頻度や目的、手段」、「地域活動への参加状況」など27項目にわたって伺っております。

　この調査結果の概要につきまして、設問の一部を申しあげますと、「病気の状況」では、この１年間に病気で治療を受けた方については、「はい」が66.7％で、このうち高血圧症が51.8％と２位の腰痛の24.4％を大きく上回っております。

　「福祉サービスの利用希望」では、高齢者緊急通報システム・火災安全システム、外出支援サービス、生活支援ヘルパー等のサービスに対する希望が高くなっています。

また、「外出」については、買い物が週２～３回、通院等は月１回の割合が多くなっており、「外出の手段」については、買い物・通院ともに車利用が61.7％と、バスの17.5％を大きく上回っています。

「社会生活」の設問では、地域の活動や趣味やお稽古ごとをしている方が、ともに40％近くと、コミュニティ活動に参加している状況であります。

　今後もこの奥多摩町高齢者実態調査を継続して実施してまいりますが、次回、平成23年春に実施する際には、ご質問の趣旨を踏まえ、より高齢者の生活実態が把握できるような設問を設定し、高齢者のニーズに即した事業を展開できるよう努めてまいりたいと考えております。

　町では、高齢者が安心して町内のさまざまな場所に出かけ、集い、活動できるようにしていくことが、行政の責務と考えております。そのため、この調査結果などを踏まえ、地域保健福祉計画の目標である「安心、安全なまちづくり」の実現に向かって、さまざまな事業を引続き実施してまいりたいと考えております。

○議長（澤本　　章君）　竹内　和男議員、再質問はありますか。

○６番（竹内　和男君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○６番（竹内　和男君）　町長に今、お答えいただいたことと重なる部分があるかもしれませんが、この買物難民と高齢化対策は幅が広く奥の深いいろいろな問題がありますが、福祉関係では奥多摩町は先進地でございます。お亡くなりになりました佐藤黙童先生は、特別養護老人ホームを昭和42年２月25日に海沢に寿楽荘を設立し、東京都で９番目という、身の安らぎを与えることができる極めて充実した施設となっております。設立されて43年くらいになるかと思います。

　そして、町は第４期長期総合計画での基本計画は「生涯を健康で楽しく豊かに支えあうまちづくり」が目標であります。食育推進計画でも「食を通してこころとからだの健康づくり」などありますが、これも全国的なことですが、人が少なくなることは何をするにも大変な労力が必要になります。町長からもお話がありましたように、車を運転できず家族の支援も得られずに食品などの買物に困る高齢者を買物弱者と位置づけておりますが、大切なことは家族の絆だと思います。

　今、町の世帯の報告もございましたが、現在、奥多摩町の70歳以上の世帯と人数、これは四つの老人ホームを除いた数を教えてください。それから自治会、地域での見守り協定といいますか、高齢者の安否を確認、いざというときのシステムがありますが、何人くらい該当する方がおられるか、お聞きをします。

　以上。

○議長（澤本　　章君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　６番竹内議員の再質問にお答えをいたします。

　２点ほど質問をいただきました。１点目でございますけれども、まず70歳以上の人口でございますけれども、まず全体のお話を申し上げますと、９月１日現在でございますけれども、総人口が6,250名のうち65歳以上の高齢者の方は男性が1,025名、女性が1,512名、計2,537名いらっしゃいます。高齢化率は40.6％となっております。町長がご答弁申し上げた４月に対して0.3ポイントほど上昇しておりますが、この上昇の原因につきましては、65歳以上の人口は１名増えたのみでございまして、分母である全体人口のうち64歳以下の方が37名減少していることに伴って、結果として相対的な人口の割合が増加しているという内容でございます。

　ご質問の70歳以上のご高齢の方でございますけれども、男性が760名、女性が1,232名、合計で1,992名、高齢化率が31.9％と、やはり４月に対して0.2ポイント上昇しております。

　ご質問にございました四つの特養の入居者は70歳以上の方が403名いらっしゃいますけれども、これらを除く在宅の70歳以上の高齢者は男性が665名、女性が924名、合計で1,589名いらっしゃいます。割合は27.4％となっております。

　また、二つ目のご質問でございますけれども、ご老人の見守りの状況でございます。特に見守りの必要な65歳以上の独居の老人世帯でございますけれども、町長が申し上げたとおり444世帯でございますが、特に地域性がございます。特に日原自治会におきましては71世帯中26世帯ということで36.6％に及びます。２番目が留浦自治会でございますけれども20世帯中７世帯ということで35％、峰谷自治会が70世帯中24世帯ということで34.3％という順番になっております。　町全体で65歳以上のおひとり暮らしの老人世帯の割合が20％を超えているという自治会は、21自治会中12自治会に及んでおります。

　逆に低い地域でございますけれども、小丹波自治会が10.9％、大丹波自治会が12.0％、梅沢自治会が13.6％、川井自治会が14.7％、棚沢自治会が15.1％ということで、最高の日原自治会と最小の小丹波自治会を比較いたしますと、実に３倍以上の差がございます。　見守りの必要な独居老人の割合につきましても、町全体の高齢化率と同様に西高東低の状況が顕著にあらわれているものと考えております。

　実際の見守りの内容でございますけれども、14番島崎　利雄議員から一般質問として高齢者に対する見回り隊、また、限界集落における対策というご質問をいただいておりますので、内容につきましてはそこでお答えをさせていただきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○６番（竹内　和男君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　以上で６番竹内　和男議員の一般質問は終わります。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時５分から再開といたします。

午前10時52分　休憩

午前11時５分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き一般質問を続けます。

　次に、３番原島　伸行議員。

［３番　原島　伸行君　登壇］

○３番（原島　伸行君）　「森林環境の整備と観光資源の活用について」伺いたいと思います。

　我が町は谷が深く急傾斜地に山々が連なり、日原川そして多摩川が町の中心を流れ、その水系にスギ・ヒノキの針葉樹が主に植林されております。町の基幹産業でもあった林業は木材の自由化、外材との競争力を失い、また、経費もかかり採算がとれず生計が立たなくなり、後継者も減り、植林地は放置されるようになりました。森林を財産として活かせない状況であります。

花粉対策、間伐、枝打ちと整備が進められておりますが、台風による集中豪雨、強風による倒木等、ゆるんだ地盤が豪雨で崩れ被害が拡大する、そうした被災地のニュース、報道等を見るにつけ人ごととは思えません。対策を講じるべきではないでしょうか。

森は手を入れることにより従来の保水性の悪い密植された山から、広葉樹を植えることにより混交林化や複層状態の森林として山を価値ある、魅力ある山づくり、その景観といい環境が森と人を結びつけると思っております。豊かな水利改善につながり、森と人との共生をめざし、危機にある森を再生する。環境面でも地球温暖化防止等、森林のもつ多面的機能を発揮させる地域の特性を生かし、生態系をも重視した防災・保全林づくりが重要で急務と考えられます。

以上の点から次の三つについて伺いたいと思います。

林業不振等の影響による手つかずの荒廃した森林の整備について。

水系を守る意味でも都水道局による民有林モデル事業が注目されていますが、町としての対応は。

整備された森林を有効利用して、拠点となる花の里づくりで資源の活用について伺いたいと思います。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　３番原島　伸行議員の「森林環境の整備と観光資源の活用について」の一般質問にお答え申し上げます。

初めに「林業不振等の影響による手つかずの荒廃した森林の整備について」ですが、町では、現在、東京都からの委託を受けて、森林再生事業を平成14年度から、花粉症発生源対策事業を平成18年度から実施しております。

森林再生事業は、木材価格の低迷等により管理がされず、荒廃が進んでいるスギ、ヒノキの人工林について間伐を行い、昨年度までに2,212.65ｈａを実施しております。

花粉症発生源対策事業は、森林再生事業を実施した森林に強度の枝打ちを実施することで、花粉の発生量を削減する事業で、それぞれ地球温暖化防止や土砂の流出防止による災害防止、野生動植物の生息環境整備等を含め、健全な森林に再生することによって、森林の公益的機能を回復させるとともに地域の活性化を図るため実施しているものであります。

　また、景勝地等への松林には、松くい虫による松枯れ病の蔓延を防止するために薬剤の樹幹注入も実施しております。

　川下との連携による森林整備ということでは、シカの食害を受け裸地化した森林の復旧を武蔵野市と、民有林の伐採跡地への植林を昭島市と、そして、町有地では社員研修や環境保全のために植林を行うなど、森林の整備を実施しております。

　さらに、現在進めております「もえぎの湯」の木質バイオマスボイラー設置の関連事業としまして、森林所有者や木材業者、製材関係者や森林ボランティアなどからなる検討会を設け、間伐材の有効活用を図るため検討を行っているところであります。

　森林整備で発生する間伐材などを有効に利用できるようなシステムを構築することにより、所有者の森林を整備する意欲が向上できるものと考えております。

　このように、荒廃した森林を回復させるため、いろいろな事業を実施していますが、広大な森林を短期間で整備することはできないことから、今後も東京都の支援を受けながら継続的にこの事業に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に「都水道局による民有林モデル事業の町の対応について」でございますが、去る６月30日にプレス発表された「東京都水道局による民有林購入モデル事業」につきましては、小河内貯水池上流域の民有林が、長期にわたる林業不振の影響などにより、荒廃が進んでいる森林が増えていることから、東京都水道局が荒廃した民有林を購入し、将来にわたって水源地域を良好な状態で保全し、水道水源林の機能を最大限発揮できるようにすることを目的に試験的に実施する事業と聞いております。

　購入対象は、小河内貯水池上流域の人工林又は人工林を含む山林で、都の水源林に接している場合には１ｈａ以上、 それ以外は５ｈａ以上のまとまった人工林を含むことや、５年を超えて保有する山林であることなどが要件とされております。対象地域は奥多摩町の他、山梨県甲州市、小菅村及び丹波山村にまたがる地域であります。

　東京都水道局に確認したところ、この地域の１万ｈａの民有林のうち、４割に当たる4,000ｈａの人工林が対象となりますが、その他の混合林も要件が合い、申し込みがあった場合には対象になるということで、プレス発表以来40件程度の問い合わせがあった、ということであります。

　「この事業に対する町の対応は」とのご質問ですが、現在、自治体が所有している山林は対象外とされていることや、東京都水道局に山林所有者が直接申し込み、水道局が確認等の審査を行う流れとなっておりますので、この事業に対して町が直接関与することはありませんが、この事業における期間が通常でも３年程度かかる見込みと聞いておりますので、その間、新たな情報が入りましたら改めてご報告申し上げたいと思っております。

 次に「整備された森林などを有効利用して、拠点となる花の里づくりで資源の活用について」ですが、町が実施しています「花の里づくり事業」も平成12年度からの開始以来、延べ70か所への植栽を行いました。

　この事業は、生活道や遊歩道などに沿って花木を植栽し、自然と調和した美しいまちづくりを実践するため自治会等へ助成するもので、自然公園地域にふさわしい花木、例えば町の花であるミツバツツジなど、奥多摩に以前より咲いていて、かつ少なくなってきている花木などを植栽するものであります。

　また、今年度より町民に花の種を貸し出し、蒔き、育て、咲かせてもらう「フラワーバンク事業」にも取り組み、美しいまちづくりを実践しております。

　整備された森林を活用して拠点となる花の里づくり事業ですが、現在実施している花の里づくり事業を活用して伐採跡地等へ花木を植栽し、花の里づくり事業を実践している場所も多くあります。

　花の里づくりは、地域の皆さんのご協力により成しえる事業で、町内のどこへ行っても花が見られることを目的としていますので、ぜひこの事業をご利用いただき、花の里づくりを進めていただきたいと考えております。

　今後も、町民や来遊者に心の安らぎを与え自然と調和した美しいまちづくりを実践するため、より一層事業の充実に努めてまいりたいと考えております。

○議長（澤本　　章君）　原島　伸行議員、再質問はありますか。

○３番（原島　伸行君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○３番（原島　伸行君）　先ほどもお話したとおり、今、森が荒れ果て弱っている状態です。人が山に入ることにより所有者や境界等の管理もできてまいります。都水道局による民有林モデル事業、制約はありますが水道水源林として管理されることは非常に喜ばしいことではないかな、と思います。

　また、ダム下下流域、また、過去の歴史の経緯もあります日原水系についても動向を見たいと思います。

そして二酸化炭素の吸収排出権に金がつく時代でもあります。山に置き去りにされている間伐材、倒木等をバイオマス燃料への有効利用を、先ほども町長からお答えがありましたが、ぜひ建築資材またパルプ材等に積極的に力を入れていただき、地域流通体制の整備をしていただき、防災環境保全林として森を育てる意義があるのではないかなと思います。

将来に向けて地域の課題は国の課題でもあると思います。日本の山林に手をかけること、また、投資することは無駄なことではないと思います。森にもっと目を向けて、国都による働きかけ、支援をしていただきたいと思います。

以上です。

○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　３番原島議員のご質問にお答えいたします。

ただいまの議員、再質問の中でも述べましたように、森の持っている機能というのは経済的なものだけではなくＣＯ2の削減とかいろんな部分で見直されております。今後もＣＯ2削減、温暖化防止の関係の森づくり等を含めまして、間伐事業、それとただいま町で進めております木質バイオマスの検討というような形で、何とか奥多摩に豊かにある木を使っていきたいと思いますので、ご理解とご支援をお願いいたします。

以上でございます。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○３番（原島　伸行君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　以上で３番原島　伸行議員の一般質問は終わります。

　次に、14番島崎　利雄議員。

［14番　島崎　利雄君　登壇］

○14番（島崎　利雄君）　それでは３点にわたって一般質問をいたします。

　まず１番目には、「介護保険制度の充実で安心できる老後へ」ということでお願いをいたします。

　介護保険制度が施行されてちょうど10年が経過をしております。その間、見直し等を第４期までやられてこられましたが、非常に負担が増すばかりという状況が全国各地から大きな批判の声も上がっているのが今日の状況であります。さらに、2005年10月より食費や居住費が全額負担となる、こういうことも既に報道されている状況でもあります。今後も負担の増大やサービスの切り捨てなど、住民には大きな痛手で負担にもなり、まさに「保険あって介護なし」という状況が強まる予想であります。

　私は以前から保険料、利用料の減免を訴えてまいりました。しかし、町のことを見ますと既に18年度より、そして21年度からも高齢者の在宅生活支援助成金の支給が既にされていると。保険料の減免ということではないんですが、低所得者の方がたへの減免的な要素が含まれているということで評価するものであります。

　しかし、現在の町の環境、また、状況を見ますと、福祉にも少子高齢化の点でも町も非常に努力をされていることはよくわかりますが、現状は大変な状況にもなっているというふうに思われます。65歳以上のひとり暮らしのお年寄りは、まさに先ほども数字が述べられておりましたが444名にも達している現状です。こういう状況で、まさに住民生活も大変な状況に陥っていると言わざるを得ない環境が出てきております。不況ということもございますが、まさに住民生活、福祉、医療を守る、こういう観点からぜひとも努力をし、頑張っていただきたいということであります。

　その裏付けとして、既に我々にも資料が出されましたが、滞納が、今まで以上に大きな未収金が今回の決算で出ているということであります。主な例を挙げますと、特に住民に密接な関係のある状況では一般会計で1,576万円、端数は除きますが、さらに国民健康保険では1,942万円、さらには後期高齢者の保険が110万7,000円、介護保険では211万9,000円、こういう大きな滞納が決算上の中であらわれております。これはいろいろな問題があろうかと思いますが、私は最大の問題は、この不況と同時に住民の皆さん方の生活が大変な状況に陥っているという裏付けが、大きくこのことにも示されているということだというふうに思います。

　そういう意味で今後も介護保険の利用料、そして保険料など、さらに減免的な要素をつくりだす。さらには今、来年度に動きがありますが、国民健康保険料の値上げ、後期高齢者の負担軽減の問題、介護保険の問題、これらがまさに見直しを含めて大きな変動があるというふうにもいわれております。こういう点でまさに住民の生活を守る、こういう立場の町が、本当に真剣に取り組むということが今こそ重要なときというふうに思います。ぜひこの点では国政に向けても取り組んでいただくことを強く要求をしておきます。

　２点目にはまた、先ほども大きく議論がされておりましたが、お年寄りの生活を守る、こういう点での取り組みをぜひ強力に進めていただきたいという面であります。現在、お年寄りが熱中症で非常に死亡されている。やはりこれはひとり暮らしの方がたが多い。100歳以上の方がたの身元不明者が数多く出てきている。

まさにこのような今の状況であります。お年寄りに対する支援、対策、こういう点が先ほど来、議論されておりますが重要なことだというふうに思われます。既に東京都の中でも、特にひとり暮らしのお年寄り等には「みまわり隊」的なものを設置をして取り組みを強化をしている。特にひとり暮らしの家庭へ様々な形での取り組みを進めている自治体が数多く増えてきております。そういう意味でぜひともこの取り組みを強化していただきたい。この問題も東京都政や国政にも向けて強く要求をするときだというふうに思います。

　先ほど言いました保険料の問題がありますが、さらに医療の問題も大きな問題があります。例えば女性の方で75歳、月１回、点滴で１万2,000円とられる。入院したときには、つい最近ですが、４万5,000円の医療費、さらにお年寄りと一緒に生活されておりますが、80歳、やはり入院をしていて一部負担金２万4,600円、そのほかに入院料、検査料、ＣＴをとったり注射の料金、こういうことで奥さんとご主人では月に７万円もとられた。生活保護すれすれの世帯なんですね。そういう意味でこういう方が非常に今、大変な状況に陥っているということを具体的な数字で示して、ぜひこういうところを強化していただきたい、ということを強くお願いをしておきたいというふうに思います。

　次に、「限界の集落、自治会の対策を」ということであります。

　限界の集落、もう既に日本全国でそういう状況がありますが、特に農山村地域にこの問題が大きな課題として出てきております。先ほど数字等も報告がありましたが、今、奥多摩町の中で限界の集落は50％以上が５自治会、先ほど自治会名も出ましたが、さらに40％以上がやはり４自治会もある。こういう状況の中で非常に住民の皆さん方が大変な思いをしている。

先ほど来、いろいろな問題が出されておりましたが、高齢化の進行が急速になり65歳以上の方がたが高齢化率50％以上、こういう状況が非常に強まり、自治会の運営に様々な支障を来たしている、集落の崩壊の心配も出てきているのが今日の状況でもあります。自治会の状況を分析をし、ぜひこの地域の状況に応じて住民の皆さん方の意見なども早期に聞き取り、そしてこの地域の活性化、そして安心して住める地域につくり上げていくという町の当然の責務だというふうに思います。そういう立場からぜひとも限界の集落、自治会への対応をぜひとも早急に取り組んでいただきたい。

町も以前からこういう地域に職員を派遣をして、それなりの活動もされてきましたが、現実問題としては実際にそういう姿は全部ではありませんが見られない。自治会の総会には参加してごあいさつもいただいている場合もありますが、ぜひそういうことだけでなく、本当にこの深刻な状況を皆さんの知恵や住民の皆様方の知恵も出しながら、そして行政が一体となってこの問題を解消するような、ぜひ長期的な展望にも立って取り組んでいただきたいということであります。

最後に、「地上デジタル移行に助成を」ということであります。

これはもうテレビ、民放も含めてでありますが、早く変えろというテロップというんですか、毎日のように報道がされております。既に奥多摩町の中でも様々な地域によっては動きがございます。これは私の地域でありますが、境、中山、水根というところは皆さんでテレビ組合を形成しております。境は独自にやっていましたが、数年前に中山と本線がつながって、中山は中山で組合をつくって、水根もそういう形で水根地域はやられております。

しかし、先だってＮＨＫの下請け業者がきまして、この地域を点検したようであります。ところが境にいたっては40％が映らない地域だと。映る地域もございますが約60世帯くらいのところで40％くらいが映らない。こういう状況であります。ですから、共同アンテナ的なものを今度、立てなければそういう地域が映らない、ということで推計で70万円もかかる鉄塔的なものを建てないとこのアンテナが使えない、という報告もされております。

さらに水根については、中山も当然、同じになろうかと思うんですが、水根についてはいろいろな問題がございまして、いまだに結論が出ないという状況も出ております。トンネルの中を配線するのが東京都から許可がいまだに出ない。そういうことで、どうなるか不安だというような声もあります。

さらに町全体で見ますと、お年寄りの家庭が増えてきているわけです。ですけれども、テレビを替えるということもお金だけの問題ではなくてどうしたらいいのか。もちろん近所に業者さんがいる方もいるでしょうけれども、町全体の、特に映らない地域なり家庭には何らかの町からの広報も出たことはないというふうに思いますし、何らかの形でＰＲ等をＮＨＫ等に協力をしながら進めていく必要があるんではないか、というふうに思いますが、その点はどのようにお考えかお答えをいただきたい。

以上です。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　14番島崎　利雄議員の一般質問にお答え申し上げます。

初めに「介護保険制度の充実で安心できる老後へ」の第１点目「保険料、利用料の独自の軽減策を検討すべき」ですが、保険料につきましては、現在、介護保険法に基づき、災害等により損害をうけた方などに対する保険料の減額または免除制度を設けております。

　その他、保険料の軽減策としましては、保険料の算定時に低所得者の方の保険料を低く設定する方法もありますが、介護保険制度では、介護費用から利用者負担を除いた給付費の財源は、公費と保険料それぞれ50％ずつで構成されており、公費のうち町負担額は12.5％、保険料のうち１号被保険者（65歳以上）の保険料は20％と介護保険法の中で定められております。

　そのため、低所得者の保険料を低くすれば、全体の基準額を引き上げなければならないことから、保険料の算定による軽減策ではなく、町独自の施策として、低所得者への「高齢者在宅生活支援助成金支給事業」を、平成21年度より開始したところであります。

　この事業は、住民税非課税世帯に属する方で、その居宅において生活されている高齢者のうち、要介護認定を受けていない方には年額１万円、要介護認定のみを受けている方には年額7,500円、要介護認定を受け介護の在宅サービスを利用されている方には年額5,000円を支給するもので、平成21年度においては538名の方に506万円を支給いたしました。

　次に利用料につきましては、平成18年度より従来の国及び都制度としてあった低所得者負担対策を再編し、今まで不十分な低所得者の在宅における利用者負担の助成を、町の独自施策として「介護保険サービス等利用者負担助成事業」を実施しております。

　この事業の対象者及び助成率などにつきましては、介護保険料所得段階第一段階の方へは利用者負担の２分の１を助成、第２段階の方へは利用者負担の４分の１を助成するもので、平成21年度では、助成対象認定者50名の方へ約162万円を助成しております。

　今後も「奥多摩町地域高齢者支援計画」に基づき、介護保険事業の安定した運営を行なっていく中で、限られた財源を有効に活用し、低所得者への支援に努めてまいります。

　次に、２点目の「高齢者、低収入の方、障害者等に支援、援助などの対応」につきましては、介護保険制度とは別に町独自で、低所得の高齢者には、先ほど申し上げました高齢者在宅生活支援助成金支給制度及び介護保険サービス等利用者負担助成事業を実施している他、緊急通報システム、火災安全システム、紙オムツ支給事業等の福祉サービスの利用者負担は、町民税非課税者の場合は基本自己負担なしで実施しております。

　次に、３点目の「お年寄に対する支援や『みまわり隊』などの対応」につきましては、菅総理はこの８月29日、平成24年度の介護保険制度改正の際、高齢者の孤立化を防ぐため、高齢者の単身世帯や夫婦のみの世帯への支援を基本目標に追加するよう、厚生労働省など関係省庁に指示したことを明らかにしました。これは高齢者の所在不明問題が社会問題化していることを踏まえたもので、介護保険法改正や新規立法の必要性にも言及しております。

　この支援の具体策は、１として介護従事者による24時間体制での地域巡回・訪問サービス、２として見守り付きなどの高齢者住宅の整備、３として認知症支援を、「新型サービス３本柱」として全国普及を目指す方針を示しました。

　これに伴い、厚生労働省は平成23年度予算の概算要求で、24時間地域巡回サービスに28億円、認知症の高齢者の見守りに関する新規事業に９億8,000万円を盛り込んでおります。

　現在、町では第４期長期計画の後期基本計画における保健・医療・福祉サービスの効果的な利用促進の施策のなかで、「お元気ですか？にこにこ訪問」として、町の保健師３名がそれぞれ地区担当をもって、地域包括支援センターや地域の民生委員・保健推進員との連携を図りながら、在宅高齢者が住み慣れた地域のなかで、できる限り生活し続けられるよう支援してまいります。

　その他、地域のネットワークの活用として、平成20年９月から郵便事業株式会社と「在宅福祉支援サービス（ひまわりサービス）の実施に関する協定」を締結しております。このサービスは、70歳以上の高齢者のみの世帯を対象として、郵便局外務員が郵便物等の配達等の折に、励まし、労わり、その他これに類する趣旨の声掛けを行うとともに、対象世帯に属する方に異常を発見したときは、地域包括支援センター等の関係機関に通報することを主な内容とするものであります。

　また、町には、民生委員法により、それぞれ担当地区をもった21名の民生委員がおり、社会奉仕の精神をもって、住民からの相談に応じること、住民が自立して生活できるよう支援を行うことにより、誰でもが安心して暮らすことをめざして活動を行っております。民生委員の主な仕事のうちの第１は「社会調査のはたらき」として、担当地区内の住民の実態や福祉需要を日常的に把握していただいております。

　最後に、４点目のご質問、「国政への改善の要求をすべき」につきましては、国に対する要望として、現在、国の負担25％のうち５％が調整財源とされておりますが、保険者が保険料の軽減を図ることができるよう、この調整財源については25％の外枠とすること等を全国町村会から要望するとともに、東京都に対しても、毎年、東京都町村会を通じて予算編成に対する要望といたしております。「介護保険制度改革に伴う支援策の充実」につきましても８項目の要望を行っているところでございます。

これからも介護保健事業の円滑な運営を図っていくうえで必要と思われるものにつきましては、国都へ積極的に要望活動を行ってまいります。

また、先ほど介護保険、あるいは国民健康保険を含めた滞納のお話がございました。それぞれの給付をされる介護保険、国民健康保険等はそれぞれの皆様が扶助・共助をもってその運営がなされております。そういう点ではその制度そのものを十分理解していただくことです。と同時に、お互いに支えあう、先ほど若干申し上げましたけれども、コミュニティの力ではありませんけれども、この町に住む人たちがそういう心を持ちながらお互いを支えあってほしいな、というふうに思っているところでございます。

特に介護保険法については、国民健康保険の滞納が非常に多く発生しているということから鑑み、この今回の介護保険法の中では、介護保険料を滞納した場合には介護保険が適用されないということがはっきりと法律の中に明記されております。そういう点では町の職員に滞納の問題を含め、また、法律の意図しているところを丁寧にお話をしながら滞納対策、あるいはこの制度の運営をしていただき滞納対策にあたってもらいたい、というふうに私は指示をしております。

そういう点で滞納の全体の問題については、町の中に特別なチームを組んで鋭意それらを含めて取り組むという状況でございますので、法律の趣旨、あるいはお互いの支え合い、そういうことを含めてご理解をいただければありがたいな、というふうに思うところでございます。

　次に、「限界集落、自治会への対策を」ですが、限界集落とは高齢化率が50％を超える集落のことをいいますが、当町における、高齢化率は、本年８月１日現在で40.4％、また、高齢化率が50％を超える自治会は５自治会で、峰谷が63.2％、日原が58.5％、留浦が55.6％、大沢が52.3％、川野が50％となっております。

　一方で、高齢化率の低い自治会は、小丹波が28.9％、丹三郎が老人ホームの入居者を除き、30.8％と古里地域は総じて高齢化率が低い状況であります。

　このようなことからも、高齢化率が高い地域は、ＪＲ沿線からはずれた、奥多摩駅以西の地域に集中しており、都市部への通勤や通学に時間がかかる等の問題で若者が流出し、高齢化しているものであります。

　現在、限界集落は全国に2,641あるといわれますが、その原因は、わが国の高度成長に深い関わりがあり、昭和39年の東京オリンピックを契機に、高度成長が一段と加速し、国民の消費活動が急速に拡大することで、製造業が多くの山村地域の若者の手を必要としたこと、また、世の中が大量生産の時代に入り、それまで主流だった木材や石炭から、燃料効率の高い灯油や天然ガスなどの化石燃料に代わったこと、さらに昭和30年代から始まった外国木材の輸入自由化などで、山村地域は大変大きな経済的ダメージを受けるとともに、産業の担い手を奪われる結果となり、現在でも都市部の繁栄とは裏腹に、林業不振、若者の流出、そして限界集落化という負のスパイラルに陥っております。

　このような状況の中、当町にあっては人口の減少が著しい小河内地域と日原地域の振興を目的に、外部委員も含め、「地域協議会」や「検討委員会」等を設置して、地元住民の皆様と向かい合いながら、地域の現状認識や様々な課題を含め、地域全体の振興策について話し合ってまいりました。

　また、平成13年度には小河内地域の人口減少がさらに著しいため、「小河内地域振興対策事業検討委員会」を設置して、小河内小・中学校の統廃合問題や、ひとり暮らし高齢者の見守り対策、バスダイヤの見直し、自治会の統廃合など、３年間にわたり地域住民皆さんと小河内地域全体の活性化策について、様々に話し合ってまいりました。

　このように、当町では早くから、人口減少の著しい小河内地域、日原地域の活性化策を、地域の皆さんとともに検討しており、その結果、小河内地域では峰谷川渓流釣場、羊の放牧場、ジンギスカンハウス、川野スポーツ広場・テニスコート、山のふるさと村、また、近年ではシカ肉処理施設を整備し、日原地域においては、日原渓流釣場、日原ふるさと美術館、森林館、ねれんぼう、大沢国際釣り場などの集客施設を整備して、地域住民の雇用の場の確保と地域の活性化に努めてまいりました。

しかし、現実問題として、どのような施設を整備しても、そこで働き、地域を振興するのは、そこに暮らす住民の皆さんでありますので、やはり、根本的な問題は地域の人口をどのように増やしていくかであると思います。

　また、ひとつの例として、炭鉱の閉山に伴い、自治体の限られた予算の中で、限界集落化する地域にリゾート開発やテーマパークを建設して財政破綻した北海道夕張市の例は、あまりにも有名な話となっておりますし、当町にあっては、先ほども申し上げましたとおり、小河内地域や日原地域につきましては、各種の施設整備も行ってまいりましたので、今後の活性化策につきましては、「やはり人が住むこと」を基本として、現在、町が推進している「空き家バンク」等を活用し、田舎暮らしに興味を持たれている都市部の若者などに、空き家情報等を提供するなど、少しずつでも地域の人口が増加するよう、身の丈に合った活性化を講じてまいりたいと考えております。

また、直近の課題として、限界化する集落の一番の問題は高齢者の見守りでありますが、現在、町ができる範囲として、見守りが必要な124世帯につきましては、「緊急通報システム」「火災安全システム」など、機械的なシステムを設置し、緊急事態が発生した場合には、直接、消防署に通報が入るよう対応しておりますし、また、これらシステムを設置している世帯の近隣に居住する149世帯の皆様に、月額500円でありますけれども、「見守り協力員」として安否確認等のご協力をいただいております。また、先ほども申し上げました、「ひまわりサービス」により、70歳以上でひとり暮らしの世帯及び70歳以上だけの世帯に対して、「声かけと安否確認」を実施していただいております。

　このように、今後も機械的システム、人的システムの両輪で限界化する集落にお住まいの高齢者の方がたの見守りを推進していく考えでございます。

　先ほど若干ふれましたけれども、少子化の問題、高齢化の問題等を含めて、町にいる保健師３名を有効に活用しながら、各家庭を訪問し、健康の問題、見回りの問題等を含めて対応してまいりたい、というふうに考えております。

　次に、「地上デジタルの移行に助成を」ですが、来年７月24日の地上デジタル放送完全移行に向けて、現在までに、古里地域では小丹波自治会を除き、すべての自治会でデジタル化が完了しております。

　また、小丹波自治会につきましては東京電力の送電線による電波障害のため、東京電力が今年の９月から来年２月にかけて工事を行い、３月から受信可能となる予定でございます。また、氷川地域につきましては奥多摩局が完成し、この８月９日から試験電波を流しております。ＮＨＫの関連会社による受信点調査が、氷川地域全体で行われております。また、大氷川地域から大沢、海沢、境地域については、おおむね受信できるといわれておりますが、山や建物の陰に入るなどにより、一部の地域で受信できない場合もあるということで、ＮＨＫ共聴組合、自主共聴組合の別なく、奥多摩町全域でＮＨＫの技術支援を要請しているところであります。

また、日原地域については、ＮＨＫが新たに1,300ｍ付近の山腹に受信施設を設置し、そこからケーブルによる配信を今年度中に行う予定とのことであります。また、中山地域と原地域については、今年度中にデジタル化が完了するものの、残る水根、川野、留浦、峰谷地域については、国道のトンネル内に新たな配線が必要とのことで、アナログ波終了までにデジタル化が完了しないことから、この対策として、現在の共同アンテナに衛星放送受信設備を設置し、ケーブルを利用して各家庭にアナログ波を送信する設備を設置して対応するとのことでございます。

　このように、町内においてはデジタル化の進捗の度合いに差がありますが、小丹波自治会を除く古里地域は、ＮＨＫの難視聴地域であることから、ＮＨＫが先行して工事を進めたこと、また、氷川以西の地域では、奥多摩局の完成を待って対応したためであります。

ご質問の「高齢者、所得の低い方などへの支援」ですが、住民皆様のほとんどはＮＨＫ共聴組合か自主共聴組合に加入しておりますので、電波状況により、従前の共聴組合方式でいくのか個人アンテナ方式でいくのかを、各テレビ組合で判断していただきますが、各テレビ組合には、過去から応分の組合費が積み立てられており、仮に個人アンテナ方式にする場合は、組合を解散し、積立金は組合員に分配されますので、この費用で個人用アンテナの設置が可能であると考えております。

　また、テレビのデジタル放送対応についてですが、総務省では、ＮＨＫ受信料が全額免除となる世帯については簡易なチューナーの無償給付、アンテナの改修又は組合加入の場合の世帯負担金相当額の給付などの支援を行っております。

　これは現在のアナログテレビ１台でデジタル放送を見るため必要な支援ということで、具体的には生活保護受給世帯、障がい者世帯で住民税が非課税である世帯などが「経済的に対応が困難な方」として対象となっておりますが、地上デジタル放送完全移行までに１年を切った現在、デジタル化をより一層推進するため住民税非課税世帯を対象に、簡易チューナーの無償給付施策を拡大する方針を平成23年度予算の概算要求に盛り込んでいるようでございます。

　いずれにしましてもＮＨＫ難視聴地区以外の自主共同視聴組合につきましては、今後の組合の対応が決まっていない状況でありますので、町といたしましては、現在の国の支援策、また今後実施される支援策を周知徹底してまいりたいと考えております。

○議長（澤本　　章君）　島崎　利雄議員、再質問はありますか。

○14番（島崎　利雄君）　いいですか。

○議長（澤本　　章君）　それでは後ほど。お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時56分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き、島崎　利雄議員の再質問を行います。島崎　利雄議員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは再質問をいたします。

　最初に、既に様々なご回答をいただきましてありがとうございました。

まず、保険料や利用料、そして国民健康保険、介護保険などの滞納の問題等を指摘いたしました。そのご回答もございましたが、来年度の見通しがどのように、この各保険等があるのか。まだ審議中とか、委員会で議論がなされるとか、結論はまだ出ていないようでありますが、後期高齢者などでは、既に大阪市ではいろんな格差の問題も出ているようであります。ぜひこれらの問題で慎重にというか、やはり住民負担を増やさせない、こういう仕組みにしていただきたいという要望でもございます。

そして、先ほど町長の答弁もありましたが、「みまわり隊」という問題も提起をいたしました。名称はともかく保健師の方がたが回っている、見回りをしているというようなお話もありました。しかし現実には、この444名、この中にはひとり暮らしとはいえ元気な方もたくさんおられると思いますが、こういう方がたと夫婦ふたり暮らしという方でも体の弱い方、さらには大変な地域にお住まいの皆さん等、数々おられるわけですから、そういう方がたへのもう少し血の通った活動、支援というか、そういうものを強化していただきたい。今の体制では十分ではないというふうに、私は現場の人の声を聞いたりしてもそういう様子がよくわかります。ぜひその点はお年寄りの皆さん方に対する施策ということを含めて全力を上げていただきたい。

それから滞納問題です。中身を細かく言うつもりはありませんが、これほど滞納が起きたということは、町長の答弁にもありますが、やはり住民には払いたくても払えないという人も、全部とは言いませんが、数多くおられるんだと。それは税務の方を中心に対応しているんだと思いますが、苦労もされているようなお話もありますが、ぜひともこれらは住民が今どのような状況に置かれているのか、そういう点をぜひ温かい援助のもとにやっていただきたい。

それからもう一つは、町長の答弁にもありましたが、地域の中でコミュニティというような言葉もありました。しかし今、逆に地域が崩壊している。隣近所も留守でいない家が多い。例えば共稼ぎの家庭が多いとか、ひとり暮らしで引きこもりになっているとか、様々なケースがあろうかと思うんですが、そういう状況でもあります。そういう意味で総合的にやはり点検なり、今後の取り組みなりをさらに強化をしていただきたい、ということを強く要求しておきたいというふうに思います。

特にそういう中でこのお年寄りの問題では限界の集落、先ほど町長の報告もありますが、特にこの点も重視しなければ、今、境が43％くらいですか、隣の中山が46～47％だと思いました。要するにもうすぐ50％に達する自治会でもあります。そういう意味でよく話になりますが、「本当に、今後この地域がどうなっていくのか。この家とあの家がなくなって２軒か３軒しか残らない」というような話題も出るくらいであります。ぜひそういうことを含めて取り組みを強化していただきたい。今までやってきたことは、３年間かけてやってきたというお話もありましたが、それはそれとして、その後、まだ目新しい動きが見られないというのが今日の状況だというふうに私は思います。ぜひそういう意味で取り組みを強化していただきたい。

それからなんと言っても予算との絡みもありますが、都市部との格差、昔から三多摩格差という言葉がありまして、この頃は使われておりませんが、やはり同じ東京の中で23区と三多摩、その中でも西多摩、さらに奥多摩、檜原というような格差問題、これらも政治的にやはりいろいろ要望はしていると思いますが、格差をなくすということがなんと言っても必要なのではないか、というふうに思いますので、その点もお願いをしておきたいというふうに思います。

　それから最後になりますが、地デジの問題であります。先ほどの答弁でも総務省の方針で生活保護世帯、さらには非課税世帯などには無料で部品等を配布すると。しかし、今、それが徹底されているのかと。もう既にアンテナがこの氷川の上に立てられて地デジがよく見えるというふうにいわれておりますが、その点はどのように、個人個人の家に、必要ない家もたくさんあろうかと思いますが、徹底ができるのかどうか。町として取り組むことは必要ないのかどうか。ＮＨＫか総務省が来るのかわかりませんが、調査をした上でこれは早くしないと、お金が出るのかもしれませんね、もし最初に出しちゃえば。そういう意味でお年寄りの皆さんが多いわけですから、そういう点をフォローするということが行政の役割でもあろうというふうに思いますので、その点はどうか。

　それからこれは皆さん、全体が知っていただいた方がいいと思うんですが、地デジでどうしても見えないところ、アンテナを立ててもだめなところ、線が引けないところには衛星放送からキャッチできるということもあるようです。ぜひこの辺はどのように衛星放送が日常的に使えるのかどうか、契約的なものがあるかどうか知りませんが、どのくらい、永久に使えるのかどうかね、その点も確認をしておきたいというふうに思います。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは14番島崎議員の再質問にお答えをしたいと思います。

　まず１点目の各保険の見通しでございますけれども、国民健康保険、あるいは後期高齢者医療制度について申し上げます。

　まず国保制度につきましては、全国で現在のところ約3,700億円もの法定外の繰入を行い、かろうじて運営しているという構造的な問題がございます。これは当町を始め低所得者、あるいは高齢者の割合が非常に高いという根本的な問題がございます。平成25年度には後期高齢者医療制度の廃止に伴い法改正をされる方向でございます。厚生労働省の高齢者医療制度改革会議が８月20日に中間の報告をとりまとめております。これによりますと、後期の高齢者においては1,400万人いるうちのサラリーマンとその被扶養者、200万人を除きます1,200万人を市町村国保に戻すと。その上で高齢者医療制度の部分を都道府県の運営主体が財政運営をするというのが柱に立っております。

　この中間とりまとめの特徴でございますが、新しい後期高齢者医療制度の姿と同時に、市町村国保の都道府県化を図る方針を新たに打ち出したことでございます。制度発足当初とは異なりまして、高齢者、あるいは低所得者の加入率が非常に高いという構造問題のお話をさせていただきましたけれども、市町村の国保については保険財政の安定化、あるいは保険料の公平化の観点から広域化を図ることが不可欠ということで必要性を説明しております。これは平成25年４月に改正されますけれども、75歳以上か、あるいは65歳以上にするのか、この高齢者国保、これは都道府県単位で財政運営をするのが将来的には全年齢で現在の市町村単位の国保もあわせて都道府県化するように提言をしておりますけれども、都道府県か、あるいは広域連合が主体となるか、ということにつきましては現在、都道府県サイドの反対がありますので結論が先送りの状態でございます。

　それと、この秋以降でございますけれども、費用負担、あるいは事務の分担など具体的な制度設計をつめまして、年内には最終案がとりまとめられ、来年の通常国会において法改正が行なわれ、２年間の準備期間を経て25年４月から実施に移す予定というふうな情報を得ております。町でも今後、国の動向を注視しながら今後の対応を図ってまいりたいというふうに考えております。

　また、介護保険制度につきましては、議員のおっしゃられるように10年がここで経過したということでございまして、当町におきましても介護保険サービスの利用が浸透するに伴いまして、介護給付費が非常に伸びております。町負担分の12.5％分についても10年間で1.5倍に伸びております。さらに平成18年度から導入をされました地域支援事業ということで、在宅介護支援センターから移行して私ども今、事務所にございますけれども、地域支援包括センターの体制もできましたので、高齢者、特に75歳以上の後期高齢者は今後さらに増加していくという状況の中で、それらに対する財政の問題、介護給付費の３％を上限としておりますけれども、この地域支援事業を何とか充実させて少しでも在宅のまま見守りができれば、というふうに考えておりますのでご理解をお願いしたいと思います。

　以上です。

○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎議員の地デジに関する質問につきまして答弁をさせていただきます。

　まず、地デジの移行に関しまして生活弱者の世帯の方がたへの対応としまして、まず生活保護世帯それと障がい者で住民税非課税世帯につきましては、現状としてどのような対応をとっているか、という内容についてお話をさせていただきます。

　まず、これらの世帯の方がたにつきましては、いろんなパターンがありますけれども、一つが個人用のアンテナを設置する場合には全額が助成されます。それと、当町のように受信状況が悪くて共聴アンテナの組合にほとんどの世帯が入っておりますけれども、これらの組合に新規に加入する場合の負担金も全額が助成されます。

　以上が受信アンテナに関しましての全額助成の措置であります。

　それと、議員からもありましたけれども、現在のアナログテレビで地上デジタル放送を見る場合にはテレビチューナー、これはデジタルチューナーといいますけれども、変換機ですけれども、無償で貸与がされます

現状としましては、生活保護世帯が33世帯ありますけれども、その世帯につきましては東京都の福祉保健局が、東京都が対応するということで西多摩福祉事務所のケースワーカーが、この対象の33世帯につきましては訪問をして聞き取り調査を行っております。結果は以下のとおりとなります。

まず、テレビチューナーの無償貸与世帯が決定した世帯が14世帯です。これは既に古里地域は地デジが完了しておりますので、古里地域の世帯の方がただと想像ができます。次に、地デジテレビを購入した世帯が４世帯です。この世帯につきましては自費で地デジテレビを購入されたということで、チューナーの必要はございません。それと、テレビ組合の対応待ちが７世帯、これは氷川地域の世帯というふうに考えられます。今、氷川地域のテレビ組合につきましては、役場周辺につきましての地域は個人用のアンテナで受信ができるという世帯が多くなりましたので、氷川のテレビ組合につきましては、組合を解散して個人用アンテナ方式でいくようなお考えが今あるようです。それと、テレビを見ていない、今後も見ない世帯が１世帯。それと無回答が７世帯ありました。無回答の７世帯につきましては、再度、福祉事務所で訪問をして意向をお聞きするというふうに伺っております。

次に、障がい者で住民税非課税世帯は21世帯ございます。この世帯につきましてはＮＨＫが対応するとしまして、既にＮＨＫから全世帯に案内や説明等が行なわれております。私が今申し上げましたアンテナ、あるいはチューナーの無償貸与、全額負担の内容を説明された書類が届いているということであります。

いずれにしましても、「生活弱者の世帯の対策につきましては、東京都とＮＨＫで対応するので市町村町の方は心配はいりません」というふうに回答を受けております。

また、その他の世帯の方につきましては、今、既にこのデジタルチューナーがチューナーとリモコンがついて5,000円を切っているような状況でありますので、そのままアナログテレビでデジタル放送を見る場合につきましては、このデジタルチューナーを買っていただいて対応をお願いしたいというふうに考えております。

それと、衛星放送用のアンテナのお話がございましたけれども、今、氷川地域につきましてはＮＨＫの子会社のアイテックという会社が、小河内氷川地域全域を移動アンテナをもって受信点の調査をしています。これはほとんどの地域が共聴のアンテナでございますけれども、氷川地域のように電波を変更した加減で個人でアンテナ受信ができる地域も出てまいりましたので、それらも含めて受信点調査をしております。どうしてもこの調査の結果、安寺沢地域がどうしても個人用アンテナ、あるいは現に共聴組合に加盟しておりませんので、この地域につきましてはＮＨＫの費用負担で衛生から直接受信ができるようなアンテナを設置するというふうに聞いております。

それと、住民皆さんへの周知ですけれども、既に町の半分の古里地域が地デジ化が完了して今、地デジテレビを見ていただいておりますけれども、先ほど町長の答弁にありましたように、各地域で地デジ移行のスピード化が大分違います。進捗状況が違います。そんなことから町とましても各テレビ組合長には、それぞれのテレビ組合の地デジ化の動きが違いますので、組合員に対しましては逐一、幹部の皆さんだけ知っているということではなくて、幹部の皆さん、役員の方が持っておられる情報につきましては組合員に細かく周知をしてください、というふうにお願いをしております。

いずれにしましても、地デジの移行に際しましては「１軒たりとも奥多摩町民がテレビが見られないという状況はつくらない」というふうにＮＨＫからも伺っておりますし、定期的にＮＨＫも役場の方に来庁して我々に逐一現状を報告いただいておりますので、また新たな情報がございましたらお伝え申し上げたいと考えます。

以上です。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○14番（島崎　利雄君）　いいです。

○議長（澤本　　章君）　以上で14番島崎　利雄議員の一般質問は終わります。

　次に、４番須崎　　眞議員。

［４番　須崎　　眞君　登壇］

○４番（須崎　　眞君）　それでは一般質問させていただきます。獣害対策についてお尋ねいたします。

　奥多摩町の獣害対策については、奥多摩町猟友会と関係機関等の連携により駆除が行なわれ、シカは減少傾向のようです。

　現在、ニホンカモシカについては天然記念物に指定されており、駆除対策より外されています。地域により相当の頭数が増えており、農林産物の被害も出ています。このまま捕獲対策を講じないと被害が拡大するおそれがあり、他府県では駆除を行なっている場所もあるそうですが、奥多摩町においても検討する時期ではないでしょうか。

　また、ハクビシンがこの近年増え、作物の収穫時期になりますとハクビシン等にとられ収穫できない状態が各地で発生しております。

　町では捕獲檻の貸し出しも行っておりますが、高齢者では使い慣れないと大変なようです。町としての捕獲対策はできないものですか。

　町長のご所見をお伺いいたします。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　４番須崎　　眞議員の「獣害対策について」の一般質問にお答え申し上げます。

初めに、「ニホンカモシカシカによる農作物被害について」ですが、ニホンカモシカは、個体数の減少及び日本固有種としての学術的価値から、昭和30年２月15日に文化財保護法で特別天然記念物に指定されております。特別天然記念物に指定された後、保護施策及び全国的な拡大造林の推進に伴う餌供給量の増大等により、個体数及び分布の拡大が進み、昭和40年代には農作物、造林木への被害が顕在化し、農林業者から捕獲を含む防除対策を望む声が強まり、環境庁・林野庁・文化庁の３庁合意で昭和54年にカモシカ保護管理方針が示され、保護地域を指定し生息環境の保全を含めた保護管理を行うとともに、保護地域以外で被害防除目的の捕獲の許可により、食害防止に努めるとともに、必要な場合は個体数の調整を行いました。

　しかしながら、近年でも群馬県、長野県などで農林業への被害も報告されておりますが、国の特別天然記念物ということで、捕獲するには複雑な手続きを経ることが必要であり、効果的な対策を打ち出すことができず、捕獲手続きの簡素化を求める声も上がっているのが現状であります。

　さて、町の現状でございますが、群馬県・埼玉県・東京都・山梨県・長野県の各教育委員会で、７～８年に１度実施され、平成20・21年度で行なった「関東山地カモシカ保護地域特別調査報告書」によりますと、個体数につきましては前回調査を実施した平成13年度と比較し、スギ等の幼樹が減少していること、ニホンジカが増えたこと等の影響から、調査地域内においてカモシカは分布が縮小し、生息密度が低くなっていると推測されております。ただ、この調査は山間地の標高の高い箇所が主体であり、調査主体から外れている山麓域の方が密度は高いように感じられるということでございます。また、食害に関する聞き取り調査結果では、農林業関係の被害報告が少なく、自然環境への影響に関する報告が多くなったとされております。

　奥多摩地域はニホンジカによる被害も予想され、カモシカとニホンジカの農林業被害が混同する可能性もあるため、加害獣を特定することが重要であり、情報提供をいただき、そのうえで捕獲対策を講じる必要があると考えております。

　このことから、山間地での生息状況調査の区域を広げ、山麓域の個体数を把握するとともに、カモシカによる農林産物の被害が確認された場合には、東京都に依頼し特定鳥獣管理保護計画を策定し、カモシカによる農作物への被害防止に努めてまいりたいと考えております。

　次に、「ハクビシンの捕獲対策について」でございますが、ハクビシンの生態については植物食中心の雑食性で、熟した果実や野菜などを好み、木登りが得意な動物で、樹木の洞やタヌキなのどの使い古した巣穴などを棲みかにしておりますが、最近では民家の軒下や屋根裏などに住みつくことがあり、夜行性で昼間は巣などに潜んで生活しているようであります。

　町においても、数年前からハクビシンによる農作物への被害情報や人家周辺に出没しているとの連絡が寄せられるようになりました。

　このような状況に対処するため、平成19年度から東京都にハクビシンの捕獲許可を申請するとともに捕獲檻を整備し、ハクビシンの捕獲希望がある場合には、猟友会の協力のもと捕獲檻を貸し出し、捕獲を行っていただいております。

　貸し出ししている捕獲檻は、重量が6.5㎏と軽量で扱いやすいものを整備しておりますので、被害が発生した際にはご連絡いただき、捕獲檻を有効に活用していただきたいと思います。

　ハクビシンによる被害は複数の畑が被害を受けることが多く、また数件の人家に出没するケースが多いことから、被害を受けている地区の方がたが協力して捕獲檻を設置し、共同で捕獲や檻の管理を行っていただけると、管理労力の軽減や捕獲効率の向上にもつながると考えておりますので、ご協力をお願い申し上げます。

　今後ともハクビシンに限らず、有害鳥獣による被害対策につきましては、猟友会と連携を図り事業を進めたいと考えておりますし、また被害状況等を把握して必要な捕獲檻の整備を計画的に進めたいと考えておりますのでご協力をお願いするとともに、農作物への被害が見受けられましたら、早急に町までご連絡いただきますようお願い申し上げます。

○議長（澤本　　章君）　須崎　　眞議員、再質問はありますか。

○４番（須崎　　眞君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○４番（須崎　　眞君）　今、カモシカについては天然記念物に指定されておりまして、捕獲にはいろいろ難しい点もあると思いますので、駆除ができる地域等の状況はどういう傾向でできているのか、ちょっとお聞きしたいと思います。たくさんいるから被害が大きいと思いますので。

　それからハクビシン檻対策について、各自治会にもう少し貸し出しをしていただければ、こまめにできるのではないかな、と思いますので、その点はどうかと思いますのでちょっとご検討をお願いしたいと思います。

○議長（澤本　　章君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それではカモシカの捕獲の関係について、若干ご説明させていただきます。

　2004年当時に群馬県の、主に沼田地域だといわれているんですけれども、そこでキャベツ等の被害があり、4,000万円程度の被害があったということで、群馬県、長野県等で被害状況が確認されたということで、特定鳥獣管理保護計画というものを策定をいたしまして国に申請をいたしました。その結果、10頭の捕獲許可が出たということで、捕獲を行なったところでございます。その後、10頭の捕獲許可が出て実際には９頭捕獲したということですけれども、胃の内容物を見ますと針葉樹・広葉樹等で約８割を胃の内容物で占めていたということでございました。

　町の方でもこの調査の中では自然教育研究センターという、今、山のふるさと村にいるビジターの方がこの調査員となりまして奥多摩地域の調査をしているところでございますけれども、実際には７年から８年前に調査をしたときに比較して、調査をしている場所においては前回は約700頭程度のカモシカがいたという現況が、今回の調査は400頭程度になっているということ。また、先ほど町長の答弁にもございましたように、山の高い地域での設定をしておりますので、山麓域に下りてきている可能性もございますけれども、そこは調査等を初めてやるということで調査報告書には記載がされておりません。

　その折に農業、林業への被害状況につきまして聞き取り調査を行ったということでございますけれども、奥多摩地域では聞き取り調査の結果、被害の状況の報告がされなかったということを伺っております。ただ、人家近くでカモシカの死体が発見されますと文化財担当の方で行って処理をするわけですけれども、この数もここ数年、頭数が減ってきておりまして、本年度も今まで２頭を処理したところでございます。

　いずれにいたしましても、先ほどご答弁申し上げましたけれども、今後、カモシカによる被害というものが特定されたときには、東京都に働きかけ管理計画等を策定をして捕獲等に向けた取り組みも行なっていかなければならないというふうに感じておりますので、具体的な被害等、その状況等もお伺いしながら、その計画書が必要な場合には作成していきたいというふうに考えておりますのでご理解をお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは私の方からはハクビシンの関係で各自治会への檻の貸し出しという部分につきましては、お答えさせていただきます。

　現在、町の方では貸し出しの要望のありました方、もしくは地域に捕獲檻を貸し出しています、ということで町長から答弁させていただきましたけれども、去年は５頭、ハクビシンを捕獲していますし、今年度も既に数頭捕獲しているという状況でございます。

　ご質問の各自治会への貸し出しということでございますけれども、町の方で管理している檻につきましては、貸し出した地域、その方から引き上げたときに、一度、水洗いをして消毒をしていると。というのは、ハクビシンはいろんな雑菌、細菌等をもっていますので、それについての防御といいますか対処が必要になるということで、町の方ではそういう処理をして保管し、貸し出し要求があったときに、きれいにしたものを貸し出しているという状況でございます。

　そのようなことから須崎議員のご提案の各自治会への貸し出しということなんですけれども、果たして自治会でそこまで管理できるかどうかということが、ちょっと危惧される部分もございます。自治会で管理している檻を使って、逆にハクビシンのもっている雑菌による病気の方が心配になってしまいますので、そういうことを危惧いたしますと町の方で管理させていただきまして、要望があったときにお貸しするという方法が防御対策としてはいいのかな、という感じがしておりますのでご理解いただきまして、貸し出しの要望があった場合、すぐに対応させていただきますのでよろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○４番（須崎　　眞君）　はい。よろしいです。ありがとうございました。

○議長（澤本　　章君）　以上で４番須崎　　眞議員の一般質問は終わります。

　次に、13番小林　　勤議員。

［13番　小林　　勤君　登壇］

○13番（小林　　勤君）　「長期不況化、町内民間の経済動向について」ということでお伺いをします。

　このことについて調査をするにしても、あるいは答を出すにしても大変難しいことということは承知をしていながらの、ある意味ではお伺いになるかと思います。

　世界の動き、あるいは日本国内の経済状況についてはマスコミ等で連日報道されておりますので、皆さん十分に理解されていると思いますから多くを語る必要はないでしょうが、デフレの進行、そしてこの急激な円高株安、大変状況は悪化する一方でございます。

　そのような中で私たちの奥多摩町での経済状況を町ではどのようにとらえているか、お伺いをするものでございます。

　まず、「各企業、商店の経営状況の把握と活性化対策について」でありますが、私なりにいろんな方がたとお会いをして、それなりの聞き取り調査をしてみました。数字的な話、何パーセント減だとか、そういう細かい話も大変ありましたけれども、とりあえず数字的な内容はともかくとして、特に個人経営主の嘆きが多い、あるいは大きいと。企業も個人商店の経営者の方も非常に厳しいと嘆いておりました。個人企業の経営者の皆さん一様に、「いつ店じまいをしてもおかしくない状態にある」という言葉もあります。そしてこの不景気がいつまで続くか大変、皆さん、「自助努力も限界だ」と言っております。皆さんは、行政がどうにかできるものではないし、という話も十分承知をしながら、個々にわかっていると私も受け止めております。それでも何らかの手を打たなければ当然、死を待つばかりだというふうに思われております。

　町はこの現状をどのようにとらえているか。そして、このままではいかん、その活性化対策を行政としてどういうふうな動きをとるか、それを一つお伺いするものでございます。

　以前、国では地域振興券、こういったものを発行しながら景気浮揚を図ったりもしました。私はああいう形で一過性のものではなくして、継続して実施する、そういうことが力になるなと思っております。

そういう意味も含めて町内全域、どのような企業、お店でも利用可能なプレミアつきの商品券の発行を考えることも一考ではないかな、こんな思いでございます。一つの提起とさせていただきますが、その商品券は現在、商業協同組合で発行しているものに町で10％くらいのプレミアをつけて活用の拡大を図り、商店の活性化をねらうことも一考だと思っておりますが、いかがでしょうか、お考えをお伺いします。

　次に、「商業協同組合の強化について」、どのようなお考えでいるか、お伺いをいたします。

　今も申し上げましたように、個々の商店は大変この不況下で、そして先ほどからありますように人口減等、その要因は様々であるとは思いますが、商業の活性化を図るうえで、この奥多摩商業協同組合の強化は欠かせないものであると思います。役員さんの話を聞いてみましたが、「本当に厳しい状況だ」と言っております。そういう中でこの商業協同組合の活動内容の検討も含めて、行政の力を今以上に展開すべきと思いますが、いかがでしょうか、お伺いをいたします。

　それから次に、「観光関連業者の状況把握は、そしてまた、さらなる観光推進施策を」と題してお尋ねをいたします。

　関連業者と広く取り上げたのは観光の町として総体的に見たとき、行政としてどのようにとらえているかであります。この夏、大変猛暑の夏休みが終わりました。例年になく、私の見たところでは各キャンプ場は涼を求めて大入りだったのではないでしょうか。しかし、観光で生計を立てている関連業者の間では「経営困難の状況は変わらないどころか、悪くなるばかりだ」との嘆きもあります。

　町では森林セラピー事業で一つの観光拡大を目指しておりますが、ぜひこの事業を成功させ、関連の業界に明るい話題を提供する核となってほしいと思うところでございます。観光客のニーズは多種にわたっております。町が賑わう、次の一手を今後も観光行政の中で考えていかなければならないところだと思っております。そういう意味も含めてさらなる施策を願いながら、私の質問とさせていただきます。

　以上。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　13番小林　　勤議員の「長期不況下、町内民間の経済動向について」の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「経営状況の把握と活性化対策は」ですが、2007年にアメリカのサブプライムローン問題に端を発した住宅バブル崩壊をきっかけに、リーマン・ブラザーズの破綻が引き金となったアメリカ発の金融危機は瞬く間に全世界へと飛び火し、現在でも我が国経済に深刻な影響を及ぼしております。

製造業につきましては、リーマンショック後にアジア向け輸出の拡大や減税策が講じられた自動車、家電等の需要増加により、少しは上向いているといわれておりますが、小売業、観光関連業につきましては、依然として厳しい状況にあるといわれております。

業種によっては上向き傾向を示しはじめた経済状況も、１ドル80円台という15年ぶりの円高により、日本経済の先行きも懸念され始めました。

　さて、町内の経済状況でございますが、おおむね国の状況と同様と考えられます。個々の経営状況の把握につきましては、観光産業課内にあります青梅商工会議所奥多摩支所による企業訪問や経営相談指導により状況把握を行うほか、町小口融資制度の利用に伴う段階での金融機関による相談などにより状況を把握しております。

　また、特に今、国がそれぞれの企業、中小企業でございますけれども、それに対する融資の認定を各市町村長が行なっております。それによりますと、前年に比べてどの業種においても非常に売上げが落ちてきている、という実態がございます。したがいまして、国のそういう支援策を十分有効的に活用しながら、町としては金融機関共々小口融資制度を有効に使っていただき、利子補給をしてまいりたい、というふうに思っているところでございます。

　特にここ数年来、その状況というのはまだまだ先の見えない状況でございますので、そのように考えております。

　また、観光の関連でございますけれども、観光の関連についても議員のお話がありますように、本来的にはその観光の地域というのはその地域の域内の流通をしていただくと、観光をやっている人、それ以外のお酒やたばこ、それから燃料を含めた部分がその域内に入ってきたお金で回っていく、というのが非常にいい形なんですけれども、これも価格の暴落といいますか、安値で売る等のことも含めまして、なかなか域内で従来から取引していた部分が、それだけでは個々の観光業者そのものが利益を上げられないというようなことで、ここ十数年来、その体制が崩れてきております。

後ほど商業協同組合のお話も申し上げますけれども、商業協同組合にも提案したんですけれども、商業協同組合に観光だけではなくて、そういう部分があるので何とか知恵を出して、外から入ってきたお金を域内で回すという方法が考えられないだろうか、というお話をさせていただいたときがございます。一部商品については商業協同組合が共同購入をしてやったというようなことがありますけれども、まだそれ以降についてはなかなかそれまでに至っていないというのが実態でございます。

　次に、「商協の強化は」でございますが、現在、商店街等の振興策の一つとして全国的に「プレミアム商品券」の発行が話題になっておりますが、近隣の市町村でも地元商工会議所や商工会が主体となって発行されております。

　このプレミアム商品券ですが、一般的には１万円の商品券を購入すると500円から1,500円分多い券がついているもので、プレミアム部分を自治体が負担して商店の振興を図るというものですが、大型店やコンビニエンスストアなどの特定店に利用が集中するという問題もあるようでございます。

　町内で発行されているのは通常の商品券のみですが、現在までプレミアム商品券の発行についてのご要望は商協からは伺っていない状況でございます。

　町が商業協同組合の活性化のために行っている支援は、東京都の「新・元気を出せ商店街補助金」を活用した歳末福引き大売出しに対する助成ですが、今後は中元大売出しにつきましても同補助金を活用して実施したいと商業協同組合では考えております。町でもこの問題について協議を行い、より活性化を図っていきたいというふうに思っているところでございます。

　また、各店舗で多数の100円商品の販売を仕掛けることにより、消費者の足を商店街へ向かわせる100円商店街や、ひとり暮らしのお年寄りや家族の支援が得られない高齢者が、日々の買い物に困る「買い物難民」対策の宅配サービス等も研究し、消費の拡大と商店の活性化を図りたいというふうに考えております。

　特に私が考えておりますのは商業協同組合は商業協同組合法という組合でございまして、残念ながらほとんどの商店街、商業に関係ある方がたがこの協同組合に加入していないんですね。幹部の皆様と一度、話し合ったことがあるんですけれども、現在でも町は商業協同組合に対する支援は行なっております。しかし、支援を町として拡大するためにはもう少し多くの人たちの加入をしていただき、大多数の人たちが加入しているということであれば、その支援策について議会でも同意をいただけるので、私としては商業協同組合に加入する人たちを増やして、新しい商業協同組合としての活性化を図っていただきたい、というお願いをしているところでございます。

　次に、「観光関連業者の状況把握とさらなる推進施策」でございますが、昨年の春から実施されました高速道路料金の1,000円化の影響により町を訪れる観光用の車も減少し、 観光関連業者の経営は厳しい状況と認識しております。自然の中でゆっくり１日を過ごす方の増加や健康志向者の増加などにより、電車やバスの利用者は増えているとのことでありますが、昨年から本格的に始まりました森林セラピー事業でも年間延べ1,120名の方がツアーに参加され、この内345名の方が宿泊をされております。観光業者の皆さんに少なからず寄与できていると考えております。

　今年４月には森林セラピー推進係を新設いたしまして、さらなる事業の推進と魅力ある森林セラピーの開発を行ない、ツアー参加者の増加やリピータ－の増加を図って観光業者の方に、より一層寄与できるよう努めてまいりたいと思っております。

　特に私自身が森林セラピー事業の大きな目標に掲げておりますのは、従来の奥多摩町の観光という部分から大きく脱却をし、町の持っている自然、あるいはきれいな空気、水等を含めた従来から旅館、あるいは観光業を行なっている人たちの接客業のノウハウを生かして、森林セラピーに来ていただける人におもてなしをし、またその方に宿泊をしていただくリピーターを増やしていきたい、というふうに思っております。

現在の段階では東京都の教職員組合、あるいは東京都の職員組合に働きかけをしてまいりまして、先ほど言いましたような数字が昨年１年間の実績でございますので、さらにそれを１割でも２割でも増やしながら、この変わってきた町の観光の活性化、あるいは構造を変えていきたいというふうに思っております。

と同時に、それが大きく飛躍するためには、一つの新しい組織をつくらないと観光業法に抵触をするということでございますので、来年の４月に向かって新しい組織づくりを図り、その拡大を図ってまいりたいというふうに思っているところでございます。どうか、この森林セラピー事業というのは観光の構造改革、あるいは雇用の拡大を図る上においても私自身は非常に必要だというふうに思っておりますので、少し時間をかけてリピーターを増やしていきますので、議員の皆様方にもぜひご理解を賜りたいというふうに思っているところでございます。

　また、現在、設計を進めております「奥多摩温泉もえぎの湯」のバイオマスボイラーの導入計画と平行して、燃料となる木質バイオマス燃料の安定供給や間伐材等の搬出方法なども検討しておりますが、この中で「自然環境にやさしいが化石燃料に比べると割高になる木質バイオマス燃料の安定供給を図るためには助成が必要ではないか」とのご意見がございます。

　助成方法につきましては、原木の買い取り価格に上乗せする方法やバイオマス燃料製造業者に対する助成など幾つかの方法があると思われますが、町内での消費の拡大と商店や飲食店の活性化を図ることを目的に、地域通貨券のような形で助成できないかという考えもありますので、制度の仕組みを含めまして研究してまいりたいと考えております。

　今後もイベントの実施による集客やパンフレットによるＰＲ等をより一層推進するとともに、今年６月より海沢の三ツ釜の滝等で実施されている新たな体験ツアーの取り組みについても支援し、観光客の増加を図り、観光関連事業の活性化に結びつけてまいりたいと思っております。 

　昭和30年に奥多摩町が合併以来、観光立町を掲げてまいりました。先ほど申し上げましたように、以来、観光の質が変わってきておりますので、それに対応する間伐の問題、あるいは地球の温暖化の問題等を含めた部分をいろんな意味で活用して、観光産業、あるいは地域の活性化、地域の雇用に結び付けていきたいというふうに思っておりますのでご理解をいただきたいと思っております。

○議長（澤本　　章君）　小林　　勤議員、再質問はありますか。

○13番（小林　　勤君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○13番（小林　　勤君）　今、答弁がありました。ある意味では十分お互いに、行政側も私どもも承知をしている部分が多々あるわけでありますが、あるいは先ほど来、買物難民という話題、質問がありましたね。これらもやはりそういう形で解消できる形がとられるということになれば、例えば商店の賑わいが出てくる、たとえ少しでもですよ。そういうような手当からもこの商店の活性というのは出てくるのではないかな、と思われます。

　それから現在、商協の加盟店は資料をいただきましたところ44軒であります。そして今、町長からも話がありました、全対象者が加入した場合は、という話がありましたけれども、私がざっと見た中ではそのほかに、44軒以外にこの商協に入られていない方たち、企業も含めてですが、関連する方たちを見たら約70軒くらいはあるんではないかな、こういうふうに見ております。

そして、そういう状況かである中で、先ほど私がちょっと提起をいたしました、プレミアム商品券ですが、これは現在、商協で発行されている商品券は最盛期と比べ、今では50％くらい減の発行になっている、というような数字も役員さん、理事長さんとも話をしたときに聞きました。

そして、先ほど答弁の中で商協の方からの要望もないというような話、当然それは私も承知しております。現在、正式にはないはずです。ただ、その役員さんと話をしたときに、私が今度９月の議会で一般質問の中で「こんなような提案をしたい、提起もしたい。どうなんだろうな」とこういう話をさせていただいたときに、そのときの話では「ぜひ何らかの手を打っていかないと、このままでは」という先ほど嘆きの話をしましたけれども、そういう面からいったら、どんな形であろうとも動きをとってほしい、あるいは動いてほしいな、という強い要望がありました。これは加盟店だけの話ではなくて、その企業、商店、これらを含めると、そういう思いが同じではないのかな、こんな思いで提起をさせてもらったところでございます。

ですから、先ほど申し上げたように一過性のものではなく継続的にやっていくことが必ず力になってくる。先ほど町長も森林セラピーを時間をとりながらリピーターを増やしていくんだ、拡大していくんだ、とこういう話ですけれども、やはり商店の活性化というのも今日・昨日の話、一朝一夕でできる問題でないのは十分承知しております。ですから、何らかのこういう手をうっていくことが今、行政として町としてほしいなと。

それから町長、先ほど加盟店が44軒と少ないということは十分承知しています。小林、お前のところはどうなんだ、と言われれば、また考えなければいけない部分もありますけれども、それはそれで事情というのが、地域の商店によっては大変難しいものがあるんだという話もあります。ですから、それらを含めていろいろ今後、検討していかなければいけないことは商協側も町側も、あるいは業者といいますか経営者側もあると思います。それらを含めて検討課題としていただければ、というふうに思っております。

次に、商協の強化ということでありますけれども、大変このことは細かい話にもなろうかと思いますけれども、要するに活動内容も含めて、というお話もさせていただきました。商業協同組合、たしか法人化されていますよね。そういう中で事務所といいますか、まとめる場所が観光協会案内所の下側、１階というんですか地下というんですか、あそこにあるのは承知していますけれども、まったくそこでこれが事務所だよ、と言えるような状況でないように私は受け止めています。あそこを通るたびにね。理事長さんも「できれば、ああいう活動拠点がしっかりしてくればいいんだがな。そうすると組合の皆さんも目が変わるのかな」こんなような話もしておりました。大変小さいことではありますけれども、やっぱりその辺も重要課題かな、こういうふうに受け止めております。ですから、それらも含めて商協の強化も図っていくべきだろうと、こう訴えておきます。

それから観光についてですが、これも大変難しい状況が続いているのはもうすべて、私が云々言うよりも皆さん方の方が、あるいは町長の方がよくわかっていると思っております。それから私、今回、監査委員の総括・結びの中で、代表監査委員さんがこう言っていますよね。「これからの核となるべき観光事業に縦割り組織の弊害がみられる」こういうふうに言われておりますし、また、「『山の暮らしはどうよ』と言えるほどのインパクトと魅力がない」こういうふうに指摘もされております。ぜひこの指摘をされていることをどのように、町長は別にしたって、特に担当課長として、あるいは他の課長さん、縦割り云々より皆さん全部が奥多摩の観光のことを気にかけているでしょうから、それらも含めて、この意見の受け取り方も含めて、お答えをいただければと思います。

以上。

○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　ただいまの小林議員の再質問にお答えさせていただきます。

　まず、買物難民の関係でございますが、買物難民の関係につきましては、これを解消すると同時に商店街の活性化に向けていければ、と考えております。これにつきましては近々商協の役員さんと話し合いをするという段階でございますので、どういう結果になりますか、私としてはぜひこういう部分も含めて行なってもらいたいということを強く言いたいと思いますけれども、もうしばらくお時間をいただきたいと思っております。

　それと、プレミアム商品券等の関係でございますけれども、これにつきましては私も観光産業課長になったときに全国的にプレミアム商品券が話題になっていましたし、西多摩等、また、東京都の会議等でも実施している市町村の業界の皆さんのことを、当時の商協の役員さん等にお話したんですが、現在の通常の商品券との絡みもあるということで、なかなか現状の段階では難しいのかな、ということをお聞きしております。

これにつきましてはプレミアム商品券とは別に、先ほど町長の答弁にもありましたように、木質バイオマスの関係、間伐材の利用促進を兼ねて、地域通貨券的なものを、これについては商協に限らず全商店、旅館、民宿も含めてなんですが、これらを対象にぜひとも進めていければと考えております。実際に木質バイオマスボイラーの稼動つきましては予定では平成24年になりますので、24年から木質バイオマスボイラーのバイオマス燃料が必要ということでございますので、それまでに何としても方向性を出していきたいと考えておりますので、もう少し時間をいただきながら、かつ各議員の皆さんのお力もお借りしたいと考えております。

それと、商協の事務所の関係でございますが、たしかに事務所は案内所の地下ということでございますが、実際には事務を行なっているのは田中組合長さんが行なっているということでございます。これにつきましても事務所を独立させるとなると、また人員の問題も出てきますので、先ほど申しましたように、近々商協の役員さんとお話し合いをさせていただきますので、その中でうちから提言していきたいと思っております。

それと、最後になりますが、観光関係の強化という部分で監査委員さんの監査報告の中にご指摘がありまして、私もちょっとずきっとした部分もございますが、これについては担当課の課長としては、ぜひとも縦割り弊害をなくして、いろんな形で横のつながりをもっていければ、もう少しＰＲ等が図られるのかなと、それと観光的強化が図られるのかな、と考えておりますのでそこら辺については今後、うちの方で検討させていただければと考えております。

以上でございます。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○13番（小林　　勤君）　はい。終わります。

○議長（澤本　　章君）　以上で13番小林　　勤議員の一般質問は終わります。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時25分から再開とします。

午後２時９分　休憩

午後２時25分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き一般質問を続けます。

　５番増田ひさ子議員。

［５番　増田ひさ子君　登壇］

○５番（増田ひさ子君）　それでは通告にしたがいまして、「『うつ病』の現状把握と対策の強化を」について一般質問を行います。

　うつ病による自殺や児童虐待事件、ひとり暮らしの高齢者の孤独死などが増加し、国民の健康や生命を守る上で深刻な問題になっている昨今、私たちの身近でも「うつ病」により家庭が崩壊したり、家族が大変ご苦労している場面にあい、町としても早急に取り組む必要を感じました。

　厚生労働省が３年ごとに全国の医療施設に対して行なっている「患者調査」によると、平成８年には43.3万人だった「うつ病」等の気分障害の総患者数は、平成20年には104.1万人と12年間で2.4倍に増加したことが発表されています。「うつ病」患者の医療機関への受診率は低いことがわかっており、実際にはこれより多くの患者がいることが推測されています。

　８月17日の読売新聞には政府が2011年度からの導入を目指す、企業の健康診断で「うつ病」などの精神疾患の兆候を調べる制度の概要が明らかにされていました。

　町で平成20年３月に発表された「奥多摩町地域保健福祉計画」の中の基本目標１「健康と生きがいづくり」に、住民が生涯にわたって豊かな生活をおくるためには、心身の健康の維持・増進と生きがいのある生活が基本的条件です、とうたわれており、相談・カウンセリングの充実があげられてありました。

　私も何人かのうつ病の方の相談を受けたことがありますが、何時間も相手の方の話の聞き役に徹し、大変な労力と精神力であたり、そのときにはよい方向に向かいますが、次に会うときは０からの始まりで、糠に釘の状態でした。

　公明党内でも「うつ対策ワーキングチーム」を2008年４月に設置し、専門医や関係団体などから意見を聞き、早期発見、早期治療、受診率の向上など20項目の柱からなる総合的なうつ対策の提言を発表し、同年７月に厚生労働省に提出しました。この提言の中で認知行動療法という精神療法拡充強化を掲げています。我が国では10年度の診療報酬改定で認知行動療法の強化が新設され、健康保険が適用されることになりました。心の病で悩まれている方がたが希望を持って生きることのできる医療・福祉の充実が、１日も早く実現できるように望みます。

　最後に我が町における「うつ病」の患者数をどのくらい把握されているか。また、相談、カウンセリングの現状と今後の対策等、町長のお考えをお聞かせください。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　５番増田ひさ子議員の「うつ病の現状把握と対策の強化を」についての一般質問にお答え申し上げます。

近年、社会がＩＴ技術をはじめ高度化、多様化し、職場や家庭の人間関係の希薄さによる心のやすらぎの欠如、経済の低迷に伴うリストラなどの生活不安、身体の健康状態等さまざまな要因が影響して、あらゆる年代にわたって大きなストレスを感じている方がたが増加してきており、「うつ病」の罹患率も年代に関わらず増加してきております。

「うつ病は心の風邪」という言葉が示すように、「誰でもかかる可能性があり、かかりやすい」病でもあります。

うつ病や躁うつ病にかかる人が増えているといわれており、厚生労働省によって３年ごとに全国の医療施設に対して行われている「患者調査」の結果によりますと、都道府県別のうつ病、躁うつ病、気分変調症等の「気分障害」総患者数は、平成８年に43万3,000人、平成11年は44万100人とほぼ横ばいでしたが、平成14年調査から71万1,000人と急増し、直近の平成20年調査では、104万1,000人に達しており、このうち東京が10万4,000人と最も多く、北海道が７万7,000人で続き、第３位は愛知、第４位は埼玉、最も少ないのは福井の5,000人となっております。人口当たりの総患者数を見ますと、必ずしも大都市圏で多く、地方圏で少ないという傾向は見られないところでございますが、同省の発表によりますと、平成21年度のうつ病を含む精神障害などの労災請求件数は1,136件で、認定件数は234件となっており、労災の認定率は27.5％、自殺者に限ると45％に跳ね上がり、いずれも増加傾向にあります。そこで、同省では企業が実施している健康診断において、うつ病などの精神疾患に関する検査を義務付ける方針をここで明らかにいたしました。

　導入は、平成23年度からの実施を目指すとしており、同省が本年１月に設置した「自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム」がまとめた報告書に盛り込まれたもので、今後、労働安全衛生法の改正、又は厚生労働省令の改正により実施していくものと思われます。

　うつ病が自殺の背景にあることも多いといわれ、精神疾患や心にストレスをかかえている方は自殺するリスクも高くなっております。

　町の精神疾患に関する現状につきましてご説明申し上げます。うつ病の患者数につきましては直接には把握できませんが、町内で精神通院医療費の助成を受けていられる方は、平成21年度の実績で78名おり、うち精神障害者保健福祉手帳保持者は28名となっています。

　町では精神疾患に対し、地域保健福祉計画では「健康と生きがいづくり」の項目中、主要課題「心の健康の維持・増進」で、「相談・カウンセリングの充実」を施策の方向として定めております。

　この施策の具体的な実施内容を申し上げますと、１点目は精神障害者の一般相談として、保健師が中心となり窓口での相談業務や家庭を訪問し、相談を受ける事業を実施しております。これとあわせ、顔見知りの方には相談したくないという方には、委託している専門の心理相談員による出張相談を古里・氷川保育園において定期的行っております。また、地域活動支援センターと連携した相談や「なごみの会」と連携した相談も随時行っております。

　２点目は、自殺予防対策事業の推進ですが、日本では平成10年にそれまで年間２万人台前半で推移していた自殺者数が、平成10年から12年連続で毎年３万人を超えており、人口10万人当たりの自殺死亡率（自殺による死亡率）は、欧米の先進諸国と比較して突出して高い水準にあります。

　特に東京都では、平成10年を境に自殺者はそれまでの約2,000人から2,800人余りに急増し、交通事故死亡者の10倍以上に上るなど大変な状況になっており、年代別にみますと自殺率が最も高いのは50代後半の男性で、10代・20代・30代の死因のトップも自殺となっております。町でもこの10年間で31人、年平均３人の方が自殺しております。また、平成21年度には、町外の方が奥多摩町に来て自殺する件数も30件ありました。

　自殺予防対策につきましては、地域や職場、教育など生活のさまざまな場において、自殺のサインに気づき、見守り、必要に応じて専門相談機関につなぐなどの役割が期待される「ゲートキーパー」という制度があり、東京都では養成事業を行っています。町においては、昨年、精神保健を担当する保健師と事務担当者が、このゲートキーパー指導者養成講座を受講しており、今後、町におけるゲートキーパーを積極的に養成できるよう努めてまいります。

　また、10月には東京都地域自殺対策緊急強化基金を活用し、普及啓発用パンフレットを作成し、配布いたしました。

　３点目は、子ども家庭支援センター事業の充実であります。核家族化の進行や夫婦共働きなどに伴い、育児ノイローゼによりうつ病になることもあることから、育児相談などを随時受け付けております。

　４点目は、総合生活相談を実施しております。生活上の悩みや、リストラなど経済的な悩みなど様々な悩みや大きなストレスをかかえており、その状況はそれぞれ異なりますが、早急な支援が必要であることから、保健センター内で随時相談を行っております。

　「うつ病」をはじめ精神疾患の予防に関しては、普段から心の健康を維持することが大変重要になってきていることから、この９月には産業医経験のある奥多摩病院の江藤医師に「こころの健康」と題し、メンタルヘルスに関する講演会を福祉会館で開催いたします。

　今後とも、住民一人ひとりが心の健康について理解し、「うつ病」をはじめとする精神疾患に関し、住民同士の見守りあい、支えあいの強化が必要な状況にあるという認識にたって、関係する医療機関や東京都西多摩保健所、東京都福祉事務所などとも連携し、住民への普及啓発や保健師によるカウンセリングの充実などを積極的に推進してまいりたいと考えております。

○議長（澤本　　章君）　増田ひさ子議員、再質問はありますか。

○５番（増田ひさ子君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○５番（増田ひさ子君）　うつ病は公にできない事柄もあり大変ご苦労されていると思いますけれども、これからも対応をよろしくお願いいたします。

　また、担当課長さんの方からもご意見を伺わせていただきたいと思います。

○議長（澤本　　章君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　５番増田議員の再質問にお答えをさせていただきます。

　私どもの課における対応ということでございますけれども、実は昨年度、精神障害者の相談でございますけれども、19年度は102件ございました。20年度は93件でございました。昨年の21年度は急に跳ね上がりまして232件ということで、去年は2.5倍になっております。

うつ病に端を発する町内の自殺の状況でございますけれども、ただいま町長からお話をさせていただきましたとおり平均３名ということでございますけれども、平成15年には７名いらっしゃいました。その後、16年に３名、17年に２名、18年度に３名、19年に１名、20年度21年度と３名という状況でございますけれども、人口の少ない中での３名というのはかなり率が高うございます。

この自殺に至る前の自損行為による消防の緊急出動でございますけれども、これについても年間16件、うち救護をされた方が９名いるという状況で、数字にあらわれない部分もいらっしゃるというふうに理解をしております。

このような状況で福祉保健課の精神担当の保健師が実際にかかわりを持って、自殺の危険性を把握したというケースは昨年は３割にも満たないという状況でございます。

このような状況を踏まえて、地域の見守り体制の構築、あるいは住民と担当部署の連携づくりが今後さらに必要になろうかと考えております。地域での見守り体制の構築ということでは、先ほどから高齢者の見守りのお話がございますけれども、地域住民における自殺についての理解、あるいは自殺予防についての住民意識の向上を図るという意味で、啓発活動が非常に大事だというふうに思っております。

今、お話したように９月は自殺予防月間というふうに国では位置づけております。これにあわせてパンフレットの配布をしたいというふうに考えておりますし、９月29日に江藤先生による講演会の実施をしたいというふうに考えております。

また、人材の養成事業についても民生委員、あるいは保健推進員等の地域の関係者を始め、人材を育成するための講座を町の方で主催をして開いていきたいというふうに考えております。

これらうつ病をはじめとする精神疾患でございますけれども、それについては保健センターの中でももちろん担当の保健師を始め地域包括支援センター、あるいはケアサポート奥多摩とも連携をして、問題解決に向けて対応していきたいというふうに考えておりますし、西多摩保健所を始め東京都の施設とも連携をして、今後、迅速な対応が必要だと思いますので、それに向けて働きかけていきたいと考えております。

担当課では以上のように考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。以上でございます。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。

○５番（増田ひさ子君）　はい。ありがとうございました。

○議長（澤本　　章君）　以上で５番増田ひさ子議員の一般質問は終わります。

　次に、８番鈴木　賢一議員。

［８番　鈴木　賢一君　登壇］

○８番（鈴木　賢一君）　「特産物直売所と農業振興について」質問したいと思います。

　先日、丹三郎の農林特産物販売所で特産物の特売を催したところ大好評で、午前中でほぼ完売、トウモロコシなどは売れ過ぎて生産者が自宅へ３回も取りに行ったほどだそうです。お客さんの中には品切れで怒っていた人もいたそうですし、今、各地に農産物の販売所ができてなかなか盛況のようです。

　そこで奥多摩町でももっと生産量を上げ、農業の振興を図ったらいかがでしょうか。

町内には手のついていない草ぼうぼうの休耕地が多く見受けられます。原因は獣害などで栽培をあきらめた人もいるようですが、これらの対策も大分進んでいるようですし、年齢などによる農業従事者の減少などもあると聞きます。

現在、我が国の食糧自給率は40％前後であり、日本の自給率を上げることを目的に昨年12月に農地法の改正が行なわれたと聞きます。農地を活用するため賃貸借をしやすくし、不耕作地を活用しなくてはならないとしています。町の中の不耕作地を活用し、よって農産物の増産を図り、地産地消を推進し、観光にも役立て、生産者の生きがいの対策にもなり、また、畑を持たない方の農業への参加など、数え上げればよいことがたくさんあります。

それでは農業に携わる人はいるのか、となりますが、現在、お年寄りの方のエネルギーは捨てがたい魅力です。そのエネルギーを農業の振興に向けてもらい、生産性のあるグループをつくり参加してもらえれば、また違った生きがいも生まれると思います。

丹三郎の特産物販売所は、今年設立した奥多摩町農林産物直売グループという団体の活動だそうですが、これらに参加して町の農業振興を図ることはできないのか。毎年、町としても身近なまちづくり・ひとづくり推進事業のために助成金を出しています。これらを活用してグループをつくり活動を始めたらと思います。

四国は徳島県の上勝町では、数年前から木の葉を出荷してお年寄りのご婦人が年間1,000万円の売上げをするそうです。発案者はⅠターンの若者だそうですが、そのアイディアを受け入れて立派な特産物にしたお年寄りの人たちは立派だと思いますし、それをサポートした行政や町の人たちが受け入れたこともすばらしいと思います。

今後、町としてこれらの休耕地の活用の計画でもございましたらお聞かせください。

○議長（澤本　　章君）　町長。

［町長　河村　文夫君　登壇］

○町長（河村　文夫君）　８番鈴木　賢一議員の「農林産物特売所と農業振興について」の一般質問にお答え申し上げます。

初めに「奥多摩の農業の現状」でございますが、現在、町内で10アール以上耕作していると町に届出を行っている農家は18世帯・25人で、10年前と比べ世帯数で28％、人口で25％と急激に減少しております。

届出を行っている耕作者は、農業委員会選挙の選挙権及び被選挙権を有する方の数で、農業者の減少に伴い不耕作地が増加しているように見受けられます。野生鳥獣による農作物被害の増加、農業従事者の高齢化や坂畑で機械化ができず重労働であることなど、複数の要因により耕作意欲の低下を招いていると思われます。

　また、毎年、秋に開催される農林産物品評会の出品点数も昨年は246点となり、10年前と比べ35％の減少となっております。

　国では、平成11年７月に「食料・農業・農村基本法」が制定されましたが、この基本法に掲げられた理念を具体化するため「食料・農業・農村基本計画」が策定され、この中に食糧自給率の向上が掲げられておりますが、基本計画は情勢の変化や施策の効果に関する評価を踏まえ、概ね５年ごとに計画内容を見直すこととなっております。

　また、昨年12月には改正農地法が施行され、農地を適正に管理する責務の規定、相続時等の届出の義務化、農地転用規制の強化と違法転用に対する処分・罰則の強化等が改正されたことに伴い、農業委員会が実施している農地パトロールなどが法制度化され、農地・農地所有者及び農地の利用者等の責務が重くなるとともに、農業委員会の果たす役割も重要になってまいりました。

　次に「今後の農業振興策」ですが、特産物であるワサビ栽培については、後継者育成と栽培技術の伝承のため、平成14年度から「奥多摩わさび塾」を開催し、昨年までに４期、27名の修了者を送り出し、その多くの方がワサビ栽培に取り組んでおります。

　また、平成19年の台風で被災したワサビ栽培施設につきましては、国・都の支援を受け平成21年度までの３か年で山葵栽培組合員が希望する箇所については復旧を完了し、また、 収穫したワサビや栽培資材の運搬用モノレールの整備、ワサビ田用獣害防止用ネットの整備も、平成10年度から毎年東京都の補助事業で整備を行ってまいりました。

　一方、畑につきましては獣害対策として、13自治会15か所への電気柵の整備を行い、小規模な畑につきましては簡易電気柵の半額助成を行い、普及を図っております、あわせて有害鳥獣の捕獲につきましては、町猟友会の協力を得まして、 シカ・サル・イノシシ等の捕獲を今後も実施してまいります。

　不耕作地対策の一環として、農家から借り受けた不耕作地を開墾し、野沢菜を栽培して収穫し、野沢菜漬けをつくるイベントを体験農園と都民の森の共同事業として行なっております。

　内容としては、９月に１拍２日で開墾・種まき作業を行い、11月には収穫と野沢菜づくりが行われ、収穫が終わった農地は農家にお返しし、翌年の春からは農家が耕作できるようになるというものであります。

　また、体験農園では、次の世代を担うこども達やお母さん達に土いじりの楽しさ、農業の素晴らしさを体験していただくため、子ども家庭支援センターや保育園との共同事業も実施しております。

　さらに、古くから町内で栽培されておりました「治助」というジャガイモ、最近では一部の地域で栽培されているだけですが、このような作物等を発掘して栽培し、町外の農産物と差別化を図って奥多摩ブランドとして販売できれば、農作物としての特産品だけでなく食としての特産品ともなり、観光業の振興にも寄与できると考えております。

　次に「高齢者の生きがい」ですが、昨年４月に再オープンしました「丹三郎直売所」では、現在、多くの農産物の販売を行っておりますが、これは、農業委員会と協力して古里地区の耕作者を対象に地区説明会を行った結果と考えております。

　直売所での販売実績でございますが、昨年５月から今年３月までは販売点数が2,900点で販売額29万2,020円、今年度は４月から８月末日までで、販売点数が3,270点で47万7,410円の実績になっております。

　以上のような販売実績でありますが、最初は直売所に個々に出荷していた生産者から、生産組織を設立したいと要望があり、生産者で話し合いを重ねて、今年４月28日に奥多摩町農林産物直売グループが誕生いたしました。

　直売グループの会員は現在25名で、内70歳以上が10人、その中でも80歳以上の方が４名おられますが、この４名の方がたが積極的に農産物を出荷されており、新たな生きがいができたと言われている方もおられます。

　直売所では、奥多摩産農林産物の品数がまだまだ少ないようですので、元気でご高齢な方がたに健康増進のため農産物の栽培に取り組んでいただき、ご自分が手塩にかけた農産物が販売されたうれしさを実感していただくよう、ぜひ直売所で販売していただければと考えております。

　今後とも、農産物直売所の有効活用と農業の振興のため、農業委員会や生産者組織と連携を図ってまいりたいと考えております。　

　議員お話のように、なかなか畑をやるといっても今、高齢者の方がたにそのノウハウを教わったおかないと、我々の世代ではなかなかできなくなってしまうのではないかな、というふうに思っております。後継者のグループの力を借りながら、それらをなお拡大していくように努力をしてまいりたいというふうに思っております。

○議長（澤本　　章君）　鈴木　賢一議員、再質問はありますか。

○８番（鈴木　賢一君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。

○８番（鈴木　賢一君）　今、町長もおっしゃったように、だんだん農業従事者が少なくなっているという中で専業農家、専業の従事者でなくても畑を持たない人でも、今後、畑を借りてやれるというようなことになっております。

　また、奥多摩では今、ワサビを特産物としてやっておりますけれども、キウイフルーツは奥多摩に適地だそうです。そのようなものを二次製品までもっていけるような生産をしてもらえれば、と思っております。

　また、今、お年寄りもゲートボールだとかグランドゴルフですか、そういうものを真冬の寒いときにも日陰のところでやっているんですね。そういうような元気な人たちを少しでも農業の方に関心を向けてもらいながら、農業の振興を図っていただければ、と思っております。

　これは希望でございますので、今後、町の方で指導していきながらやっていただければと思っておりますので、これは要望として聞いていただければ結構です。終わります。

○議長（澤本　　章君）　以上で８番鈴木　賢一議員の一般質問は終わります。

　以上で一般質問を終わります。

以上で本日の日程はすべて終了しました。

　お諮りします。次の本会議の予定は９月13日となっておりますので、明日９月11日と９月12日までの２日間は休会にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、明日９月11日と９月12日の２日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議３日目は９月13日、午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。

　大変ご苦労さまでした。

午後２時57分　散会

　地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　奥多摩町議会議員

　　　　　奥多摩町議会議員

